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はじめに

戦前・戦中期大阪の中等レベルの工業教育を

語る場合に公立の工業学校・職工学校などと並

んで私立の工業各種学校の存在を無視すること

はできない。一部には最初から昼間課程の学校

として設立されたものもあったが，私立工業各

種学校の多くは夜間課程の学校として出発し，

次第に昼間部を整備していった。公立校が昼間

課程の学校として設立され，のちに工業専修学

校，第二工業学校，夜間部などとして夜間課程

の学校を付設していくなかで１，私立工業各種

学校はいかなる内容の教育サービスを提供しよ

うとしたのであろうか。昼間の勤労のあとの疲

れた体に鞭打ちながら通学した勤労学生が，基

本的には有料の工業各種学校に期待したものは

何であったのか。

以上のような問いを念頭に，本稿ではまず明

治期から戦時期にいたる私立工業各種学校の動

向を概観し，次に主要各種学校を個別に取り上

げ，各校の特徴を探るなかから工業各種学校が

提供する多様な教育サービスの内容を検討し，

最後に大阪の工業化過程に対して果たした工業

各種学校の役割について考えてみたい。

１．工業各種学校の概観

表１に示されているように明治期に設立され

た工業関係の各種学校としては，大阪製図学

館，関西商工学校，船舶用機関学講習会，船舶

機関科修学館などがあった。工手学校機械科を

卒業後，呉海軍工廠をへて大阪西区の岡崎鉄工

所に勤務していた福田右馬太郎（１８６７年生ま

れ）が大阪製図学館の前身である私塾製図夜学

館を始めたのは１８９５年であった２。製図夜学館

は９８年１０月に大阪府から私立学校（各種学校）

として認可され，１９０５年１０月には校名を大阪製

図学館と改称する。１０年に右馬太郎が没すると

養子の萬亀雄（関西商工学校機械科・電工科卒

業後，大阪製図学館を卒業）が学校経営を引き

継ぎ，通信教育事業にも乗り出していく。東京

（高等）工業学校卒の大阪で勤務する技術者の

同窓会である丁酉倶楽部（１８９７年設立）会員の

大阪にも工手学校のような学校を設立すべしと

いう要望を受けて，１９０２年９月に開校したのが

関西商工学校（校長は平賀義美）であった３。

同校の学科は工科（土木，建築，機械，電工，

紡織）と商科に分かれ，修業年限は予科１年，

本科１年であり，１２年までの機械科・土木科・

電工科の卒業生総数は１２９１名に達した。

日露戦後に設立された船舶用機関学講習会と

船舶機関科修学館の詳細については不明である

が，前者の設立者の片山清吉は『舶用機関学講

義』（舶用機関学講習会，１９０６年），『機械製図

帖』（舶用機関学講習会，１９０７年），『機関算術

講義』（舶用機関学講習会，１９１０年）といった

教科書を刊行していた。『舶用機関学講義』に１ 公立校における夜間工業教育の実態については，
沢井実「戦前期大阪の夜間工業教育－大阪市立都島
工業専修学校と大阪府立今宮職工学校夜間部を中心
に－」（『大阪大学経済学』第５４巻第４号，２００５年３
月）を参照。

２ 草創期の製図夜学館については，沢井実「明治中
後期大阪の機械工業」（『大阪大学経済学』第４８巻第
３・４号，１９９９年３月）１２４－１２５頁を参照。
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表
１
１９
１０
・
２０
年
代
の
工
業
各
種
学
校

学
校
名

設
立
者

代
表
者

設
立
年

入
学
資
格

修
業
年
限

授
業
料

生
徒
定
員
生
徒
定
員
生
徒 数
生
徒 数
生
徒 数

１３
年
１４
年
１５
年
１６
年
１７
年
１９
年

大
阪
製
図
学
館

福
田
萬
亀
雄

１９
０２

高
小
卒

６
月
～
１
年

１
．５
～
３
．０
円

４０
４０

３８
３６

３４
○

船
舶
機
関
科
修
学
館

伊
勢
伊
喜
松

１９
０７

尋
小
卒
，
１８
歳
以
上

１
．５
～
３
．０
円

５０
５０

船
舶
用
機
関
学
講
習
会

片
山
清
吉

１９
０６

海
事
局
受
験
資
格
ア
ル

モ
ノ

２
～
３
円

４０
４０

４２
６０

住
友
私
立
職
工
養
成
所

尾
形
作
吉

１９
１５

尋
小
卒

３
年

無
８０

○

大
阪
工
科
学
校

安
田
靖
一

１９
１５

尋
小
卒

予
科
・
本
科
・
高
等
科

各
１
年

１５
０
１６
０

○

大
阪
自
動
車
学
校

鈴
木
靖
二

１９
１８

尋
小
卒

２
月

○

学
校
名

代
表
者

設
立
年

入
学
資
格

修
業
年
限

授
業
料

２０
年
２ １
年
２２
年
２３
年
２４
年
２５
年
２７
年
２９
年

住
友
私
立
職
工
養
成
所

尾
形
作
吉

１９
１５

尋
小
卒

３
年

無
○

○
○

○
○

○
○

○

大
阪
工
科
学
校

安
田
靖
一

１９
１６

尋
小
卒

予
科
・
本
科
・
高
等
科

各
１
年

予
２
円
，
本
２
．５
円
，

高
３
円

○
○

○
○

○
○

○
○

大
阪
工
業
専
修
学
校
・
高

等
部

大
阪
工
業
会
々
長

１９
１６

中
卒
，
中
等
部
卒

２
年

３３
円

○
○

○
○

○
○

○
○

大
阪
工
業
専
修
学
校
・
中

等
部

大
阪
工
業
会
々
長

１９
１７

高
小
卒

２
年

２２
円

○
○

○
○

○
○

○
○

大
阪
製
図
学
館

福
田
萬
亀
雄

１９
０２

高
小
卒

６
月
～
１
年

１
．５
～
３
．０
円

○
○

○
○

○
○

○

大
阪
自
動
車
学
校

鈴
木
靖
二

１９
１８

尋
小
卒

６
月
，
２
月
，
不
定

月
３
円

○
○

○
○

○
○

○

関
西
工
学
専
修
学
校

本
庄
京
三
郎

１９
２２

高
小
卒

２
年
半

予
科
３
円
，
本
科
４
円

○
○

○
○

関
西
商
工
学
校

平
賀
義
美

１９
０２

高
小
卒

予
科
１
年
，
工
業
・
商

業
本
科
各
１
年

２
．５
円

○
○

○
○

電
気
協
会
工
手
養
成
所

影
山
銑
三
郎

１９
２５

尋
小
卒

１１
月

９
円

○
○

○
○

帝
国
時
計
学
校

今
岡
吉
太
郎

１９
２８

尋
小
卒

本
科
２
年
，
研
究
科
・

専
修
科
各
１
年

３
．５
円

○

大
阪
鉄
道
学
校

野
坂
康
二

１９
２８

尋
小
卒
，
中
学
３
年
修

業
予
科
１
年
，
本
科
２
年
予
科
３
円
，
本
科
４
円

○

大
阪
商
工
学
校

土
居
元
作

１９
２７

尋
小
卒
，
中
学
３
年
修

業
３
年

予
科
３６
円
，
本
科
４８
円

○

［
出
所
］
大
阪
市
役
所
教
育
部
編
『
大
阪
市
学
事
統
計
』
各
年
版
。

（
注
）
�
学
校
名
，
設
立
者
・
代
表
者
，
設
立
年
，
入
学
資
格
，
修
業
年
限
，
授
業
料
は
，
１９
１３
年
版
以
降
の
上
掲
資
料
初
出
の
際
の
も
の
。

�
○
印
は
当
該
年
次
の
上
掲
資
料
に
登
場
す
る
学
校
。

�
「
船
舶
機
関
科
修
学
館
」
の
学
校
名
は
上
掲
資
料
で
は
「
船
舶
機
関
士
修
学
館
」
と
な
っ
て
い
る
が
，
伊
勢
伊
喜
松
の
著
作
か
ら
判
断
し
て
訂
正
し
た
。
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ついては「本書は最近数年間に於ける日本各海

事局の機関士試験問題を綿密に排列し一々適切

に講述せるもの」との広告があり，舶用機関学

講習会についても「本会は機関長，一，二，三

等機関士たらんとする篤志者に直接要用なる機

関学，機関算法及び製図等を懇切に教授す」と

紹介されていた点から判断して４，同会は機関

士試験準備のための学校であったといえよう。

同様に船舶機関科修学館の設立者である伊勢伊

喜松も『受験者必携舶用機関口述問答』（船舶

機関科修学館，１９０９年），『機関算法問題集』

（船舶機関科修学館，１９１２年）などの書物を著

しており，『機関算法問題集』の「緒言」には

「本書ハ余ガ多年高等機関士之養成ニ用ヒタル

種々ノ応用問題ヲ集メ詳解セシモノナレバ受験

用トシテ最モ必要ナルハ言ヲ俟タズ５」との紹

介がある。表１にあるように両校とも規模は小

さく，第１次世界大戦期まで続いていたものと

思われる。

以上のように明治期の大阪で設立された工業

各種学校は関西商工学校を除くと，学校という

よりも私塾的性格が濃厚であり，教授内容も製

図，機関学など特定目的の限定されたもので

あった。こうした状況は第１次世界大戦期に大

きく変化する。１９１５年に住友私立職工養成所，

１６年に大阪工科学校と大阪工業夜学校（１８年に

大阪工業専修学校と改称）が開校することに

よって本格的な各種学校が登場することになっ

た。住友私立職工養成所と大阪工業専修学校に

ついてはのちに詳しく検討することとして，大

阪工科学校についてみると，代表者の安田靖一

は１９０７年に京都帝国大学土木学科を卒業した土

木技師であり６，１６年３月末の同校は教員１４

名，生徒数１５０名であった。同校への入学資格

は尋常科卒業程度であり，学科は土木，建築，

電気機械に分かれ，修業年限は予科・本科・高

等科各１年であった７。１９３０年代に入ると同校

の校長は中村正義に代わり，３７年時点の内容を

みると一部（電気・機械科）と二部（電気・機

械・土木科）に分かれ，前者は予科（修業年限

１年，授業料年額４９円５０銭）と本科（２年，６０

円５０銭），後者は特設予科（６ヵ月，２１円），予

科（１年，３８円５０銭），本 科（１年，４４円）か

ら構成され，同校では「昨年度より他校に率先

満洲国語を科外講義として教授」していた８。

１９２０年代になると工業各種学校はその数を

徐々に増加させていった。まず１９２２年に関西工

学専修学校が設立され，２５年の電気協会工手養

成所（３０年に電気工士養成所，４０年に電気専修

学校と改称），２７年の大阪商工学校，関西高等

工学校，２８年の大阪鉄道学校，帝国時計学校と

続き（表１・表２参照），３０年代前半には３２年

に大阪電気学校と大阪無線電気学校，３３年に大

阪工手学校，３４年に大阪（基督教）青年会無線

電気学校，大阪旋盤学校が設立された（表２・

表３・表４参照）。準戦時期以降になると工業

各種学校の設立は加速され，３５年の大阪工学

校，大阪電気熔接学校，３７年の日本工学校，大

阪商工実務学校，修成工学校，３８年の大阪鉄工

技術養成所，浪速工学校（４４年に廃校）と続い

た（表３・表４参照）。

１９２５年に設立された電気協会工手養成所は名

称からもうかがえるように社団法人電気協会関

西支部がその運営を担った９。私立学校令によ

３ 同校の初期の動向については，同上論文，１２４頁お
よび関西大倉学園『学園百年史』編集委員会編『関
西大倉学園百年史』関西大倉学園，２００２年，４２－６０
頁を参照。

４ 以上，片山清吉『機械製図帖』舶用機関学講習
会，１９０７年，巻末折込広告。

５ 伊勢伊喜松，『機関算法問題集』船舶機関科修学
館，１９１２年，緒言。

６ １９１６年時点の安田靖一の職業は，「奈良市水道敷設
部主任技師大阪工科学校管理者」となっていた（『学
士会会員氏名録』大正５年版，１９１６年，７６１頁）。

７ 大阪市役所教育部編『大阪市学事統計』大正４・
５年版，１９１７年，１２２－１２３頁。

８ 大阪市勢研究会編『大大阪発達史』１９３７年，学校
関係の部，３７頁。

９ 以下，馬場齋吉編『電気協会関西支部十年史』電
気協会関西支部，１９３２年，６０８－６３８頁による。
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表
２
１９
３０
年
代
前
半
の
工
業
各
種
学
校

学
校
名

代
表
者

所
在
地

設
立
年

分
科

修
業
年
限

入
学
資
格

授
業
料

３１
年
度

３２
年
度

３３
年
度

３４
年
度

生
徒 数

前
年 度 入
学
者
数

前
年 度 中
退
者
数

前
年 度 卒
業
者
数

教
員 数
生
徒 数

前
年 度 入
学
者
数

前
年 度 中
退
者
数

前
年 度 卒
業
者
数

教
員 数
生
徒 数

前
年 度 入
学
者
数

前
年 度 中
退
者
数

前
年 度 卒
業
者
数

教
員 数
生
徒 数

前
年 度 入
学
者
数

前
年 度 中
退
者
数

前
年 度 卒
業
者
数

教
員 数

住
友
私
立
職
工
養
成
所

尾
形

作
吉
港
区
魁
町
１
丁
目
２３

１９
１５

機
械
科
（
仕
上
・
木
型
・
旋

工
・
図
工
・
鍛
工
・
鋳
工
）

３
年
尋
小
卒

２９
５
１２
０
１５

７３
１４
２７
０
８３

１７
９４

１４
２５
８
８２

１２
１０
１
１３
２８
５
１０
０

７
７６

１３

電
気
工
士
養
成
所

小
倉

公
平
西
淀
川
区
大
仁
本
町
２
丁
目
９
１９
２５

電
気
工
学

９
月
高
小
卒
年
３０
円

６５
１５
１

９
１２
７
１２

７９
１０
３
１２

４５
１３

８３
１０
１
１１

８０
１０

８１
１０
８
１７

８４
３６

大
阪
工
科
学
校

中
村

正
義
此
花
区
下
福
島
１
丁
目
１１

１９
１６

電
気
・
機
械
・
土
木
・
建

築
・
工
業
・
化
学
・
予
科
３
年
高
小
卒
月
３
．５
円

月
３
円

１９
４
２７
６
２２
８
６５

１８
１８
９
３０
３
１７
８
４７

１３
２４
１
２４
０
１９
９
４８

１４
１６
７
３２
０
４８
７
３１
４
３１
４
２０
５
２０
５
６３ ６３

２５

大
阪
工
業
専
修
学
校
・
中

等
部

堤
正
義

齋
藤

大
吉
此
花
区
大
開
町
２
丁
目

１９
１７

機
械
電
気
応
用
化
学

２８
０
２９
４ ５８

２２
０
２２
８ ４２

１４
５
１６
４ ３５

６３ ７７ ２０

計
２
年
高
小
卒
年
３３
円

６３
２
４９
０
３４
４
１６
０
２２
５２
１
４５
９
２９
６
１６
０
２３
６７
１
３８
６
２４
９
１４
８
２５
９１
６
３９
０
３２
０
１２
６
２６

大
阪
工
業
専
修
学
校
・
高

等
部

堤
正
義
北
区
東
野
田
町
９
丁
目

大
阪
工
業
大
学
内

１９
１６

機
械
・
電
気
・
応
用
化

学
・
金
属
工
学
・
紡
織

２
年
中
卒

月
４
円

８５
０
９１
６
３２
４
２，
８１
５
３５
８０
０
６２
４
２９
３
２２
７
３６
７９
０
５４
７
３１
２
２３
７
３２
９１
３
７０
７
１０
３

３４

関
西
工
学
校

大
井

清
一
東
淀
川
区
南
方
町

北
区
樋
之
口
町

１９
２２

本
科（
土
木
・
建
築
・
電
気
）

予
科（
土
木
・
建
築
・
電
気
）１
年
６
月

２
年
中
卒
尋
小
卒
昼
予
・
４
円

昼
本
・４
．５
円

夜
予
・
３
円

夜
本
・
４
円

計
２，
２９
４
９１
８
６９
７
４１
９
７６
１，
５９
１
９９
２
８６
７
４３
４
７５

１，
３７
１
１，
２５
７
６９
９
３６
１
８６

関
西
高
等
工
学
校

大
井

清
一
東
淀
川
区
南
方
町

１９
２７

土
木
工
学
科
・
建
築
学
科
３
年
中
卒

月
５
．５
円

４３
０
２０
５
５９

８１
３５
４３
８
２０
３
１０
０
８３

３３
３３
４
１９
４

９
７９

３７

関
西
商
工
学
校

平
賀

義
美
西
淀
川
区
大
仁
本
町
１
丁
目
１９
０２

予
科
本
科

１
年
２
年
高
小
卒

高
小
卒
年
３３
円

年
３８
．５
円

計
９３
４
５９
２
２９
５
３１
７
４６
１，
０１
７
６１
５
３５
０

＊
４０
９８
０
５５
６
４４
７
１９
６
５２

大
阪
商
工
学
校

有
元

史
郎
北
区
中
野
町
２
丁
目

１９
２６

工
学
部
・
商
学
部

３
年
尋
小
卒
予
科
３６
円

本
科
４８
円

計
２８
５
１４
０
４３

１１
１６
７
１０
９
４２

６７
１２

６０
４５

３０
３６

１０

大
阪
自
動
車
学
校

鈴
木

靖
二
港
区
市
岡
元
町
４
丁
目

１９
１８

専
科
研
究
科

２
月
１
月
尋
小
卒

尋
小
卒
月
３
円

月
３
円

計
７７
３２
３

５
３１
８

９
４６
３３
４

７
３２
７

６
５４
２８
７

５
２８
２

６
６４
２３
４

４
２３
０

６

大
阪
製
図
学
館

福
田
萬
亀
雄
北
区
川
崎
町
４１

１８
９８

２
年
６
月
尋
小
卒
年
３３
円

５６
４５

１１
２２

１
６０

６６
１６

２２
２

６０
４０

１５
１８

２
６０

４８
１８

１９
２

帝
国
時
計
学
校

金
田

龍
二
天
王
寺
区
上
本
町
８
丁
目
６０

１９
２８

２
年
高
小
卒
年
６０
円

２ ０
２５

５
２０

３
２０

２５
５

１５
４

２０
２０

２０
４

大
阪
鉄
道
学
校

大
路

環
瀬
島
源
三
郎
天
王
寺
区
下
寺
町
２
丁
目

１９
２８

予
科
本
科

３
年
３
年
尋
小
卒

尋
小
卒
年
３６
円

年
４８
円

計
６９
０
２３
９

８０
５８
９７
３
３０
６
２１
９
２５
９
５１
９７
５
３７
０
１６
２
２６
１
４５
８０
４
３５
４
１１
４
２３
９
４２

大
阪
電
気
学
校

山
崎

猛
一
港
区
西
田
中
町
５
丁
目
５４

１９
３２

電
気
科

３
年
尋
小
卒
月
４
．５
円

６５
１５

２
５
１１
４
６４

４
１１

４

大
阪
工
手
学
校

大
橋
助
太
郎
東
淀
川
区
十
三
西
之
町
３

１９
３３

予
科
・
本
科

１
～
２
年
尋
小
卒
月
４
円

１３
３

合
同
自
動
車
学
校

高
橋

群
三
此
花
区
江
成
町
１６
９

１９
３３

３
月
尋
小
卒
年
１５
～
６０
円

５１
１３

５３
１８
４

１８
４
１１

大
阪
青
年
会
無
線
電
機
学

校
桑
田

敬
治
西
区
土
佐
堀
通
２
丁
目

１９
３４

１
年
中
卒

月
５
円

３０
５

［
出
所
］
大
阪
市
役
所
教
育
部
編
『
大
阪
市
学
事
統
計
』
各
年
版
。

（
注
）
�
＊
印
は
修
業
年
限
延
長
の
た
め
卒
業
者
を
出
さ
な
か
っ
た
こ
と
を
示
す
。

�
１９
３４
年
度
の
大
阪
工
科
学
校
は
，
上
段
：
昼
間
部
，
中
段
：
夜
間
部
，
下
段
：
計
。

�
分
科
・
修
業
年
限
・
入
学
資
格
・
授
業
料
は
，
１９
３１
～
３４
年
度
の
う
ち
資
料
初
出
時
の
も
の
。

�
大
阪
工
業
専
修
学
校
高
等
部
の
１９
３０
年
度
卒
業
生
は
「
２８
１５
」
名
と
な
っ
て
い
る
が
，
原
資
料
の
ま
ま
と
し
た
。
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表
３
１９
３０
年
代
後
半
の
工
業
各
種
学
校

学
校
名

校
長
名

所
在
地

設
立
年

分
科

修
業

年
限

入
学

資
格

３５
年
度

３６
年
度

３７
年
度

３８
年
度

３９
年
度

４０
年
度

生
徒 数

前
年 度
前
年 度
前
年 度
教
員 数
生
徒 数

前
年 度
前
年 度
前
年 度
教
員 数
生
徒 数

前
年 度
前
年 度
前
年 度
教
員 数
生
徒 数

前
年 度
前
年 度
前
年 度
教
員 数
生
徒 数

前
年 度
前
年 度
前
年 度
教
員 数
生
徒 数

前
年 度
前
年 度
前
年 度
教
員 数

入
学

者
数
中
退

者
数
卒
業

者
数

入
学

者
数
中
退

者
数
卒
業

者
数

入
学

者
数
中
退

者
数
卒
業

者
数

入
学

者
数
中
退

者
数
卒
業

者
数

入
学

者
数
中
退

者
数
卒
業

者
数

入
学

者
数
中
退

者
数
卒
業

者
数

大
阪
工
業
専
修
学
校
中
等
部
齋
藤

大
吉
此
花
区
大
開
町
２
丁
目

１９
１７

機
械
科

２
年

高
二
卒

７７
０

７８
０

１８
９

７８
２

１８
２

電
気
科

２
年

高
二
卒

３９
９

４０
８

６２
４１
０

７６
応
用
化
学
科

２
年

高
二
卒

１１
８

１２
２

２６
１２
４

２０
計

１，
２０
５
８４
６
２５
２
２０
７
３０
１，
２８
７
９２
１
３５
７
２８
３
３６
８８
４
７６
８
１８
３
２７
４
４０
１，
０２
７
６４
８
１４
７
３０
９
４１
１，
３１
０
１，
１０
５
３８
９
２７
７
４２
１，
３１
６
１１
１
３９
０
２７
８
４５

大
阪
工
業
専
修
学
校
高
等
部
齋
藤

大
吉
北
区
東
野
田
町
９
丁
目

１９
１６

機
械
科

２
年

中
等
卒

電
気
科

２
年

中
等
卒

応
用
化
学
科

２
年

中
等
卒

計
９６
６
６５
６
３２
０
２０
２
３２
９８
０
６９
３
３１
８
２１
３
３３
１，
００
２
７９
４
３４
６
２３
９
３６
１，
３９
０
８２
６
４５
２
２７
１
４７
１，
３９
４
１，
０６
１
５６
３
２５
４
４９

大
阪
製
図
学
校

福
田
萬
亀
雄
北
区
川
崎
町
４１

１８
９８

機
械
科

２
年
半
尋
小
卒

建
築
科

２
年
半
尋
小
卒

計
６０

６０
２４

２８
３
１２
０
１２
０
４６

３４
３
１２
０
１２
０
４３

４９
５
１８
０
１３
０
５１

５８
５
１３
０
１４
０
５８

７３
６

大
阪
工
科
学
校

中
村

正
義
此
花
区
下
福
島
１
丁
目

１９
１５

予
科

１
年

尋
小
卒
３９
０
２２
３
５０

本
科

昼
２
，夜
１
高
小
卒
２７
２
４３
３
２０
７
８３

計
６６
２
６５
６
２５
７
８３

３２
７７
０
７５
８
４７
７
８１

４１
１，
０２
２
５９
０
３６
２
２１
７
４５
７６
１
６２
５
３７
５
２３
０
４２
９８
０
４９
２
１９
８
３１
１
４８
９３
０
４７
５
２３
９
３１
０
４７

大
阪
青
年
会
無
線
電
機
学
校
桑
田

敬
治
西
区
土
佐
堀
２
丁
目

１９
３４

本
科

１
年

中
等
卒

４５
３０

８
２２

５６
４４

１２
３２

５０
５５

１５
４０

３６
３８

１０
２８

４５
４０

１４
２６

４０
４５

１５
３０

山
縣

辰
蔵

研
究
科

６
月

本
科
卒

６
９

９
１０

１０
１０

６
５

４
１

１０
１０

計
５１

３０
８

２２
１０

５６
５３

１２
４１

１０
６０

６５
１５

５０
１２

４２
４３

１４
２９

１１
４５

５０
２４

２６
１１

４０
４５

１５
３０

１１
住
友
私
立
職
工
養
成
所

尾
形

作
吉
港
区
魁
町
１
－
２３

１９
１５

機
械
科

３
年

尋
小
卒
３１
４
１１
０

４
７５

１４
３１
７
１０
８
１３

９２
１４
３２
１
１０
８

８
９５

１４
３２
２
１０
８

８
１０
１
１９
３６
４
１１
０
１０
１０
２
２３
４１
１
１５
３

７
９５

２２
野
崎
謙
太
郎

大
阪
鉄
道
学
校

瀬
島
源
三
郎
旭
区
江
野
町
４１
９

１９
２８

業
務
科

３
年

尋
小
卒

２８
５

２１
１

２５
１２
８

１５
４

２７
１１
３

１４
３

６
７１

機
械
科

３
年

尋
小
卒

１２
５

１７
５

９
５７

１７
６

１７
５２

１９
０

１０
９８

土
木
科

３
年

尋
小
卒

７９
９４

７
３４

１１
０

６
４５

１１
４

６
４２

電
気
科

３
年

尋
小
卒

１３
４

１２
６

６
６８

１９
０

１９
５５

１８
１

１０
５ ５

電
信
科

３
年

尋
小
卒

計
６５
３
３６
０
４４
２３
０
４０
６２
３
３０
５
６５
２７
７
３７

６０
６
３９
０
４７
２８
７
３６
６３
０
３８
３
６９
２６
５
４２
６２
８

３２
２６
６
４０

電
気
工
士
養
成
所

小
倉

公
平
西
淀
川
区
大
仁
本
町
１

１９
２４

内
線
電
気
工
事
科

９
月

高
小
卒

８６
１１
１
１０

８３
９

５６
１２
６

５
１０
２

８
５８
１０
０

９
１４
１

８
７６
２３
４
１３
２２
１

６
７０
２８
５
２２
２３
９

６
１０
０
３３
０
２２
２９
８
１２

関
西
工
学
校

大
井

清
一
北
区
樋
之
口
町

１９
２２

予
科
（
一
部
・
二
部
）
２
年

尋
小
卒
１，
０７
９
９３
７
２７
５

１，
６０
０
５９
６
８５
１５
０

３，
０８
８
８３
７
３４
２
２４
３

４，
７１
３
１，
４１
２
５８
１
４６
８

本
野

亨
東
淀
川
区
南
方
町

本
科
（
一
部
・
二
部
）
１
年
半
尋
小
卒
４３
５
１３
１４
５
３６
３

７２
５
４５
０
１８
５
４８

９６
３
５７
４
４４
４
１１
６

１，
７６
２
４７
１
１２
６
２０
２

永
井

専
三

計
１，
５１
４
９５
０
４２
０
３６
３
１０
３
２，
３２
５
１，
０４
６
２７
０
１９
８
１０
２
２，
９７
２
１，
０１
７
３８
０
２３
８
１０
５
４，
０５
１
１，
４１
１
７８
６
３５
９
１０
８
３，
６０
０
１，
４６
３
２２
０
４９
０
１０
０
６，
４７
５
１，
８８
３
７０
７
６７
０
１２
６

関
西
高
等
工
学
校

大
井

清
一
北
区
樋
之
口
町

１９
２７

土
木
・
電
気
・
建
築
・

機
械

３
年

中
等
卒

４３
２
２３
０
８６

７２
５３

５７
７
３０
３
１８
７
１０
５
６４
５５
１
３０
０
９１
１５
２
５２

坂
本
助
太
郎

合
同
自
動
車
学
校

谷
村

百
三
此
花
区
江
成
町
１６
９

１９
３２

本
科

３
月

尋
小
卒

１３
３０

３０
１２

３４
３４

学
専
科

３
月

尋
小
卒

３１
９４

７４
３１

７３
３０

実
習
科

３
月

尋
小
卒

１５
１８

１８
１１

３５
１１

高
等
科

３
月

本
科
卒

計
５９
１４
２

１２
２
１１

５４
１４
２

７５
１１

１１
大
阪
自
動
車
学
校

鈴
木

靖
二
港
区
市
岡
元
町
４
丁
目

１９
３２

専
科
・
研
究
科

３
月

尋
小
卒

７２
２６
６

７
２５
７

６
９５
２４
５

６
２３
９

８
２５
２６
０

８
２６
０

７
３０
２１
５

８
２０
７

６
２０
２２
０

５
２１
５

６
帝
国
時
計
技
術
学
校

金
田

龍
二
天
王
寺
区
北
山
町
２１

１９
２８

専
修
科

１
年

高
小
卒

２０
３０

１０
２０

５
２０

２０
５

１５
３

大
阪
工
学
校

足
立
喜
三
郎
北
区
西
扇
町
１２

１９
３５

機
械
科
・
電
機
科

２
年

高
小
卒

６５
６
２２
１
３０

３１
８８
１
４５
６
７６
１７
３
３８
９７
８
３１
８
３９
１４
６
３９
１，
１０
７
４３
０
５８
３２
３
３６

大
阪
電
気
鎔
接
学
校

磯
崎

清
吉
住
吉
区
北
加
賀
屋
町
４

１９
３５

本
科

６
月

高
小
卒

４９
３５

３
研
究
科

３
月

本
科
卒

計
１３

３３
５０

３
４７

９
大
阪
電
気
学
校

山
崎

猛
一
西
淀
川
区
塚
本
町
７６
１

１９
３２

電
気
・
機
械

３
年

尋
小
卒

５０
０
２４
０
１０
１３
９
１７
６１
７
１５
０
１１
１０
０
２２
６５
０
２２
０

９
１０
１
２０
８２
０
３６
０
４３
１５
０
３１

関
西
商
工
学
校

平
賀

義
美
西
淀
川
区
大
仁
本
町
１
丁
目
５３
１９
０２

土
木
，
機
械
，
電
工
，
４
年

尋
小
卒

１，
１７
４
５７
５
４１
４
１４
６
５１
１，
１６
３
５１
６
３３
８
１８
９
５１
１，
１８
４
５１
８
３３
９
１５
８
５７
１，
８８
６
９６
７
３６
４
２０
３
９１

建
築
，
商
業
，
予
科

大
阪
商
工
実
務
学
校

守
菊
次
郎
東
成
区
深
江
西
４
丁
目
３

１９
３７

第
一
部（
商
業
，
電
気
）
３
年

尋
小
卒

３５
２１
１
７０

４
３６
１
１４
５

７
４７
５
１６
６
１５

３２
第
二
部（
商
業
，
電
気
）
２
年

高
小
卒

３０
１２
０
６０

２６
１３
０
９６

３８
１３

２１
１
８９

６９
２７

計
６５

１２
３３
１
１３
０
３０

２４
４９
１
２４
１
４５

１３
２６
６８
６
２５
５
８４

５９
３４

修
成
工
学
校

川
村

郁
三
天
王
寺
区
下
寺
町
２
丁
目

１９
０９

３
年

尋
小
卒

２４
５

１９
６１
１
２３
０
１１

１３
１６
６５
３
２９
７
４１

９２
２２

大
阪
鉄
工
技
術
養
成
所

高
田

昇
住
吉
区
桑
津
町
２５
４

１９
３８

本
科

１
年

高
小
卒

１２
１０
０
３ ０

１０
２０

専
修
科

３
月

尋
小
卒

９０
１５
０
６５
０
５０
６０
０

計
１０
２

２５
０
６８
０
６０
６２
０
１０
１５
０
８２
０
４４
７７
６
１１

浪
速
工
学
校

新
正
一
東
淀
川
区
中
津
浜
通
５
丁
目
１１
１９
３８

機
械
科

３
年

尋
小
卒

３３
１
２１
２
４３

３９
１
１９
４
６８

４９
電
気
科

３
年

尋
小
卒

１３
５
８３

２９
１５
６
８１

２４
２３

建
築
科

３
年

尋
小
卒

５６
３２

１１
４５

１７
１３

１４
計

５２
２
３２
７
８３

３１
５９
２
２９
２
１０
５
８６

３３
大
阪
旋
盤
学
校

安
保

統
矣
旭
区
生
江
町
５３
８

１９
３４

本
科

２
年

高
小
卒

１７
２１

１
２０

３９
２０

１
速
成
科

４
月

高
小
卒

２８
０
６１
０
４８
５６
２

１５
９
７２
３
５５
６６
８

計
２９
７
６３
１
４９
５８
２

７
１９
８
７４
３
５６
６６
８
１５

［
出
所
］

大
阪
市
役
所
教
育
部
編
『
大
阪
市
学
事
要
覧
』
各
年
版
。

（
注
）
�
１ ９
３６
年
度
か
ら
関
西
工
学
校
の
上
段
は
第
一
部
，
中
段
は
第
二
部
，
下
段
は
合
計
。

�
分
科
・
修
業
年
限
・
入
学
資
格
は
，
１９
３５
～
４０
年
度
の
う
ち
資
料
初
出
時
の
も
の
。
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表４ 工業各種学校の生徒数の推移

学校名 設立
年 分 科

生 徒 数
２１年 ２６年 ２７年 ２８年 ２９年 ３０年 ３１年 ３２年 ３４年 ３５年 ３６年 ３７年 ３８年 ４０年

関西商工学校 １９０２ 工業・予科 ８６９１，０６８ ７３２ ５５２ ７００ ６００ ４００ ４００ ５４６ ５００ ５００ ４５０ ３４９
工業・本科 ４６７ ５８３ ４９６ ４８９ ４６０ ４１０ ３３０ ４７０ ３９８ ４５０ ４５０ ４１５ ４８３
商業・予科 ４５３ ４０９ ２２６ ３５０ ２５０ １５０ １５０ １６３ １２０ １２０ １２０ ８２
商業・本科 ２２７ ２３６ １７６ １４７ ２００ １５０ １３０ １４０ ９６ ８０ ８０ ７０ ７１
商業・高等科 ６２ ５７ ４６ ４８

計 ２，０７８２，３５３１，４５０１，４６２１，７１０１，４１０１，０１０１，１６０ ９１６１，１５０１，１５０１，０５５ ９８５１，５８８
大阪工科学校 １９１５ 予科 １６０ １３０ １９０ ２５０ ３００ ３５０ ３２０ ４８０ ５５０ ５５０ ５５０ ５００ ５８０

本科 ８５ ４０ １００ １３０ ２００ １５０ １４５ ２００ ４２０ ５８０ ５８０ ５８０ ５８０
高等科 ３５

計 ２４５ ２０５ ２９０ ３８０ ５００ ５００ ４６５ ６８０ ９７０１，１３０１，１３０１，０８０１，１６０
住友私立職工養成
所

１９１６ １年 ６８ ８５ ８３ ８４ １０５ １２１ ８３ ８２ １１０ ９７ １０８ １０８ １１１ １５３
２年 ６０ ７５ ７７ ７５ ８３ １０３ １１４ ８０ ９７ １０６ １０６ １０９ １０６ １５１
３年 ４７ ６５ ６９ ７５ ７２ ８０ ９７ １０８ ７７ １０８ １０３ １０４ １０５ １０５

計 １７５ ２２５ ２２９ ２３４ ２６０ ３０４ ２９４ ２７０ ２８４ ３１１ ３１７ ３２１ ３２２ ４０９
大阪工業専修学校 １９１７ 機械科 ４７３ ２２１ ２２６ ２６７ ２６６ ２４８ ２８４ ２３７ ５５１ ６８２ ６９７ ７１８ ６７８ ４９４
中等部 電気科 ３４６ ３７０ ３５１ ３３７ ２７７ ２７６ ２９３ ２３６ ２６３ ３５５ ３５６ ３３４ ２８７ ２３４

応用化学科 ８９ ６８ ５８ ５１ ５９ ５２ ５６ ５４ １０２ １１６ １０３ １００ １００ １１４
採鉱冶金 ２７
紡織科 ６４ ２２ １２ １４ ５

計 ９９９ ６８１ ６４７ ６６９ ６０７ ５７６ ６３３ ５２７ ９１６１，１５３１，１５６１，１５２１，０６５ ８４２
大阪自動車学校 １９１８ ５２ ８０ １１６ ７８
関西工学専修学校 １９２２ 予科 ７２０ ８１７１，１６３１，５５８１，６７９１，２９７１，２９７ ６１２ ６５８ ９６０
関西工学校 土木科 ２０６ ３０１ ３３０ ３６８ ３１２ ３１２ １８２ ９８ ２０４ ５３０ ５５０ ３５７

建築科 ２３６ ２４０ ３８６ ３５４ ２７７ ２７７ ６０ ６５ １５０ ３２４ ３３０ １８９
電気科 ２０７ ２０２ ２５４ ２８５ ２９６ ２９６ １０１ ８５ ２６４ ４１６ ３９０ ７０９
機械科 ２４０ ３０６ ２８５ ４７８
夜間部・計 ７２０１，４６６１，９０６２，５２８２，６８６２，１８２２，１８２ ９５５ ９０６１，８１８１，５７６１，５５５１，７３３
予科 ３２０ ４７２ ５５１ ７４６ ７８７ ７９３ ７９３ ８００ ９６０１，０８０
建築科 ６６ ８５ ２４０ ２１６ １９５ １９５ ６５ ８５ ２１２ ５４４ ４７０ ４０２
電気科 ４８ ７７ １４２ １４８ ２０７ ２０７ １３６ １２２ ３３０ ６６５ ８５４１，０１４
土木科 １４８ １６５ １６３ １６３ １１０ ８８ ２２４ ５４３ ６７２ ３３４
機械科 ４４ ４４ １１７ １４９ ４３２１，００８１，０３０ ８９２
航空科 ４９７
昼間部・計 ３２０ ５８６ ７１３１，２７６１，３１６１，４０２１，４０２１，２２８１，４０４２，２７８２，７６０３，０２６３，１３９

合計 １，０４０２，０５２２，６１９３，８０４４，００２３，５８４３，５８４２，１８３２，３１０４，０９６４，３３６４，５８１４，８７２
大阪鉄道学校 １９２８ 予科 ５８７ ４１３ ４３１ ７３４ ９３０

本科 ４８６ ６４２ ６０５ ３３１ ６５
計 １，０７３１，０５５１，０３６１，０６５ ９９５１，００８１，０２４ ９７６１，０５０

大阪商工学校 １９２６ 予科 １１６ １４７
本科 ３９７ ２５４

計 ５１３ ４０１ ４３０ ２３０ ２４５ ２０７ １８２
電気工士養成所 １９３０ 校内教習生 ３７ ３３ ３６ ３６ ３６
（電気専修学校） 校外実習生 ４９ ４７ ４８ ４８ ４８

計 ８６ ８０ ８４ ８４ ８４ １００ １４８
帝国時計学校 １９２８ 本科 ８

専修科 １５
選科 ５

計 ２８
大阪工手学校 １９３３ 予科 ９５ ９５
大阪製図学校 １８９５ 機械科 ５９ ９９ ９９ １４５ １４５ １５２

建築科 ５０ ６１ ６１ ７５ ７５ ８５
計 １０９ １６０ １６０ ２２０ ２２０ ２３７

大阪電気学校 １９３１ １５０ ２１０ ３００ ４００ ４５０ ９８０
大阪無線電気学校 １９３２ 普通科 １１０

高等科 ８０
計 １９０ ４００ ７６０

日本工学校 １９３７ 第一部 ４３８ ７１９ ９００
第二部 １３０ １３０ １７８

計 ５６８ ８４９１，０７８
修成工学校 １９１０ 本科 ６１０

実習科 ２２
計 ６３２

［出所］ 中等教科書協会編『中等教育諸学校職員録』・『実業学校職員録』各年版。
（注）� １９３４年以降の大阪鉄道学校の上段は新制，中段は旧制，下段は合計。
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る認可学校として開設される予定であったが，

設立準備が間に合わなかったため２４年９月から

まず電気協会工手養成所講習会として開始さ

れ，２５年５月に設立者である影山銑三郎（電気

協会関西支部長，元大阪逓信局長）に対して大

阪府から正式に設立認可がおりたため，名称を

電気協会工手養成所と改めた。養成所（所長は

電気計器大阪試験所長の小倉公平［兼務］）の

講師陣は主任・専任のほかはすべて京阪神所在

の関係事業者会員の技術者である兼任講師で充

当された。養成所は「電灯電力及電熱用引込並

屋内電気工作物ニ関スル電気工手ノ養成ヲ」目

的とし，教授科目は修身１２時間，工具２時間，

材料２時間，機械及器具１６時間，工事方法１８時

間，検査及設計１２時間，営業技術１０時間，所内

実習７２時間の合計１４４時間であり，授業時間は

午後６時から９時までのうちの２時間，授業は

春期３ヶ月・夏期３ヶ月・秋期３ヶ月の３回に

分けておこなわれた。

電気事業者が推薦する委託生を優先的に入学

させ，次に推薦によらない既習者の入学を許可

し，最後に無経験者を選考するというのが電気

協会工手養成所の生徒募集の特徴であった。し

たがって既習者には一層の技術向上を誘導する

とともに新知識を習得させ，未習者には電工と

しての基礎を与えるというのが養成所の目的で

あった。第１回から第１９回までの入学者数の内

訳および卒業者数は表５の通りであった。卒業

生のうち委託生以外の一般自費生に対して，養

成所は京阪神を中心とする電気事業者への就職

斡旋をおこなったため，その大部分が工手とし

て就職した。養成所は１９３０年５月に組織変更し

て財団法人電気工士養成所（小倉公平所長）と

なった。新養成所は「電気工学ニ関スル技術者

ノ養成」を目的とし，課程は夜間所内課程６ヵ

月および昼間現場実習３ヵ月であった。

大阪電気学校（１９３２年設立）は機械科と電気

科（定員各１００名，修業年限３年）を有し，３７

年にはやはり機械・電気の両科をもつ大阪電気

学校堺分校が設置された。４５年２月に堺分校は

５年制の工業学校に昇格して浅香山電機工業学

校と改称した１０。大阪無線電気学校（１９３２年設

立，東区京町，長野新十郎校長）は「逓信省令

無線通信士検定規則に依る資格第一級程度に於

て，無線通信士無線技術者及電気工業に従事す

る者に必要なる学科目を授くる」ことを目的と

し，当初は普通科１年，高等科１年の構成で

あったが（表４参照），３６年に新校舎（東住吉

区矢田富田町）に移転し，３７年には無線通信

科，無線技術科，電気工学科の３科に分かれ，

予科１年（入学資格：乙種実業学校卒業程度，

授業料等５５円），本科２年（中等学校卒業程

度，７３円５０銭）からなっていた１１。４３年９月に

国家総動員法により同校は官立無線電信講習所

大阪支所に移管され，廃校となった１２。

１９３４年に設立された大阪旋盤学校（安保統矣

校長）は修業期間４ヵ月の速成科を主体とし，

１０ 以上，大阪府産業教育８０年記念会編『大阪府産業
教育８０年記念誌』１９６６年，１９１頁。

１１ 大阪市勢研究会編，前掲書，学校関係の部，４０－
４１頁。なお同校の設立年は表４では１９３２年になって
いるが，大阪市勢研究会編，前掲書では１９２５年と
なっている。これは同校の前身ともいうべき大阪無
線電信電話学校（北区扇町大阪教育会館内）の創立
が１９２４年であるためと思われる（学園創立５０周年記
念刊行小委員会編『学園５０年のあゆみ』大阪電気通
信大学，１９９１年，１８頁）。

１２ 同上。

表５ 電気協会工手養成所の入学者数・卒業者数
（人）

年度
推 薦
委託生

有経験
自費生

無経験
自費生

入学者
合 計

卒 業
者 数

１９２５ １９４ ４２ １９ ２５５ １６８
２６ ９９ ３２ ２８ １５９ １２６
２７ ９５ ７４ ３５ ２０４ １０８
２８ ８７ ７０ ３３ １９０ １４４
２９ ５５ ９１ ３５ １８１ １４６
１９３０ ５９ ５６ ４８ １６３ １３３
３１ １２ １７ １５ ４４ ７１

［出所］ 馬場齋吉編『電気協会関西支部十年史』
社団法人電気協会関西支部，１９３２年，６２７頁。
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当初の入所資格は「十八歳以上三十歳迄の男

子」であり，授業料および実習費は４ヵ月７２円

と決して安くはなかったが，「卒業者には，本

校責任を以つて，就職紹介」を行うことを謳っ

ており１３，表３に示されているように３８年度に

速成科のみで５６２名，３９年度に６６８名の卒業生を

出していた。元大阪府立市岡中学校教頭足立喜

三郎によって３５年に北区南森町に設立された大

阪工学校は第一部（昼間）と第二部（夜間）に

分かれ，機械科と電機科以外に逓信省電気事業

主任技術者養成科と高等工学科も擁し，「職員

並に後援者は何れも校長の直接又は間接の師弟

関係にある業界有数の経験家のみ」といわれ

た１４。３７年に都島区高倉町に第二校地・校外実

験場が設置され，夜間部も開設された１５。生徒

数も３６年度６５６名，３７年度８８１名，３８年度９７８名，

３９年度１１０７名と戦時下にあって順調に増加した

（表３参照）。

大阪修成学校（１９１０年設立）は３４年の室戸台

風によって校舎が全壊し休校したが，３７年に修

成工学校として再建された。日本大学大阪中学

校（２７年開校１６）は３７年に日本大学から分離

し，東淀川区相川町に移転して独立経営となっ

たが，その跡に（布施市小若江）日本工学校が

設置され，２年後の３９年には私立の工業学校で

ある日本工業学校（甲種，布施市小若江）が設

立された。日本工業学校は第一本科（昼間）と

第二本科（夜間）からなり，機械科と電気科が

置かれたが，３９年９月には第一本科に採鉱科と

冶金科が設置された１７。３８年に東淀川区中津浜

通に浪速工学校（機械科・電気科・建築科）が

開校し，２年後の４０年には私立工業学校の浪速

工業学校（機械科・電気科）も創設された。４１

年には大阪府三島郡味舌村に新校舎が落成し，

４４年には浪速工学校が廃校となり，浪速工業学

校が存置されることになった１８。

２．主要工業各種学校の動向

（１）大阪製図学館

１９１８年１２月，福田萬亀雄は手狭になった校舎

を西区本田から北区川崎町に移転した１９。この

当時昼間の通学生が１５人前後，夜間の通学生が

３０人前後，通信教育の生徒（校外生）数が２００

人程度であった。授業は昼間の生徒に対しては

月曜日から土曜日まで毎日午前９時から正午ま

で行われ，月水金と火木土の２組に分かれた夜

間の生徒には午後６時から９時まで行われた。

２２年に学則の一部が改定され，初等科（機械製

図）は機械図法科となり，通学生の修業年限は

１年であった。続いて２４年に機械図法科が機械

製図科と改称されるとともに建築製図科が新設

された。萬亀雄は２９年に建築製図科の昼間授業

を開始し，同年に赤松修（大林組設計部，夜間

授業担当），翌３０年に大森一太郎（大阪市立工

業学校建築科元教師）を同科の教員に迎えた。

３４年時点の教員はこの３名に西尾光男（大阪製

図学館高等部卒業）を加えた４名であり，生徒

数は機械科が１・２年合計で５９名，建築科が５０

名であった（表４参照）。

１９３２年に校名は大阪製図学校と改称され，校

舎の改築も行われた。翌３３年には機械科と建築

科が新設され，両科の修業年限はともに２年で

あった。３５年に校舎の増築が行われ，通信教育

生は約１０００人に達した。３７年４月には女子のト

レーサーを養成するために女子製図科を設けら
１３ 大阪市勢研究会編，前掲書，３６－３７頁。
１４ 同上書，３５－３６頁。
１５ 教育情報社編『大阪京神教育百年史』１９６９年，４４９
頁。

１６ １９２５年４月に日本大学専門学校が日本大学分校と
して開校し，２７年には学園内に日本大学大阪中学校
が設置された（近藤登『近畿大学発展史』近大産業
会館出版部，１９９８年，４３－４４頁）

１７ 同上書，５２頁。

１８ 大阪府産業教育８０年記念会編，前掲書，１９２頁。
１９ 以下，大阪工業技術専門学校百年史編纂委員会編
『大阪工業技術専門学校百年の軌跡』学校法人福田
学園大阪工業技術専門学校，１９９６年，１２３－１７５頁に
よる。
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れた。

（２）関西商工学校

設立当初は夜間課程のみであった関西商工学

校は１９０６年に夜間の商業高等科を設置し，翌０７

年には機械・電気・土木・商業科からなる昼間

部（修業年限２年）を設置し，代わって夜間部

商業高等科を廃止した２０。２８年には昼間部の募

集を停止するとともに夜間部紡織科を廃止し，

３０年には夜間部の修業年限を３年に改めた。３１

年には鉄筋コンクリート校舎（延べ９２１坪）と

付属の実習設備が完成した。３９年にふたたび昼

間部を復活し，４１年には昼間部の商業科を関西

商業学校（甲種商業学校）とし，４４年には昼間

部の関西商工学校および関西商業学校を大淀工

業学校と校名変更した。

関西商工学校の卒業生総数は１９３２年に１万

１４４１人，４４年に１万３７００人に達した２１。表４に

示されているように昭和恐慌期には減少すると

はいえ，その後も関西商工学校は千名を超える

生徒数を維持し，歴史と規模において大阪を代

表する各種学校であり続けた。また工業と商業

の両学科を有したが，生徒数は圧倒的に工業予

科・本科の方が多かった２２。

（３）住友私立職工養成所

住友家の社会事業の一環として，「大阪市及

び其付近に於ける家計困難なる者の子弟に，職

工として必須なる知識及び技能を授け，且その

品性を陶冶し以て善良着実なる職工を養成す

る」ことを目的に，大阪市西区市岡に住友私立

職工養成所が開所したのは１９１６年４月であっ

た２３。総理事の鈴木馬左也は住友伸銅所の大板

工場長で元広島県立工業学校長であった尾形作

吉（１８９３年東京工業学校機械科卒）を１３年末か

ら学校創立事務に当たらせた。当初の原案では

「職工学校を設立すべし」となっていたのを，

学校ではない，職工をつくるのだという鈴木の

強い意向もあって校名は職工養成所となり，住

友部内の職工を養成するのではないことを鮮明

にするために，住友の下に私立を置いた。校地

は住友吉左衛門自らも検分して市岡の地５０００坪

が選ばれ，土地とともに資金１００万円を住友家

の寄付による財団法人として学校設立が許可さ

れ，吉左衛門が理事に就任した２４。

設立当初は金工科を設け，そのなかに仕上・

旋工・鍛工・鋳工・木型の５分科を設けた２５。

生徒定員は当初１００名であったが，１９１９年に金

工科を機械科と改称して定員を２００名に改正

し，図工科を新設した。２８年には住友吉左衛門

から設備拡張資金として２５万円の寄付を受け，

２９年に生徒定員を３００名に増員した。３６年１２月

には第二代校長に野崎謙太郎が就任し，３８年に

は拡充資金として住友吉左衛門から２５万円，住

友金属工業株式会社専務取締役春日弘から１５万

円の寄付を受け，同年１２月には生徒定員を４５０

名に増員した。３９年には春日弘からさらに１５万

円の寄付を受け，４０年７月には第三代校長に田

原友輔が就任した。住友私立職工養成所は４２年

４月に財団法人住友工業学校（５年制）に改組

され，生徒定員は４５０名，機械科は仕上・機

械・図工・鍛工・木型・鋳造の６分科から構成

された。

住友私立職工養成所の修業年限は３年，入学２０ 以下，大阪府産業教育８０年記念会編，前掲書，１８４
頁，および教育情報社編，前掲書，３９７頁による。

２１ 秋山廣太『平賀義美先生』丁酉倶楽部，１９３４年，２３５
頁，および関西大倉学園『学園百年史』編集委員会
編，前掲書，６４頁。

２２ １万３７００名の内訳は，土木科２２０７名，建築科１３７０
名，機械科２３９２名，電気科３８２８名，紡織科２７０名，造
船科３０名，商業科３１６７名，商業高等科４３６名であった
（関西大倉学園『学園百年史』編集委員会編，前掲
書，６４頁）。

２３ 以下，鈴木馬左也翁伝記編纂会編『鈴木馬左也』
１９６１年，２８１－２９０頁による。

２４ 「住友春翠」編纂委員会編『住友春翠』１９５５年，
５４９頁。

２５ 以下，尼崎市立尼崎産業高等学校編『創立３０周年
（住友通算７０周年）記念 あゆみ』１９８６年，３６－３８
頁による。
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資格は尋常小学校卒業以上であり，設立の趣旨

にあるように授業料は徴収しなかった。設立当

初の授業時数は毎週４２時間であり，４２時間のな

かで実習が１学年は２３時間，２学年は２６時間，

３学年は３０時間を占め，実習に力を入れていた

ことが分かる２６。設立当初の職員構成は尾形校

長の下に秋月源太郎工務部長（東京高等工業学

校卒），堤三男幹事（佐賀県尋常師範学校卒），

池上茂太郎木型・鋳工場主任（東京高等工業学

校卒），菅隆俊２７仕上・旋工・鍛工場主任（東京

高等工業学校卒）の幹部職員がおり，さらに助

教師５名が実地専修として実習を指導した。

授業料が無料でしかも充実した教授陣と設備

に恵まれた住友私立職工養成所の人気は高く，

表６にあるように入学倍率は設立初年度には６

倍を超え，その後低下するものの，３０年代には

ふたたび６～８倍に達している。また私立の各

種学校としては卒業率もきわめて高く，同校の

内容の充実ぶりを反映していた。１９１６～３３年度

入学者１４６７名の父兄の職業構成をみると，職工

４６２名（３１．５％），雑業２１３名（１４．５％），行商又

は 雑 商１９２名（１３．１％），自 家 製 作 業１５５名

（１０．６％），会社又は商店員１１４名（７．８％）の

２６ 以下，住友私立職工養成所『住友私立職工養成所
一覧』１９１８年，４－９頁による。

２７ 菅隆俊は１９２０年に紡績機械の製造を希望して豊田
式織機に転じるが，そこでアツタ号のエンジン鋳造
に携わり，その後自動車製造のために豊田喜一郎に
よって豊田自動織機製作所に招聘され，試作工場の
設計と工作機械調達の任にあたる。３７年８月にトヨ
タ自動車工業が設立されると菅は取締役設計部長に
就任し，同社工機工場を分離して４１年４月に設立さ

れた豊田工機の常務取締役に就任した（石栗良作編
『同窓会だより』創立２０周年記念特輯号，１９３６年１１
月，５頁，および豊田工機社史編集委員会編『技に
夢を求めて 豊田工機５０年史』１９９１年，８－１１頁）。

表６ 住友私立職工養成所入学者数・卒業者数
（人）

年度
入 学 者 合 計

卒業
者数

卒業率
仕 上 旋 工 鍛 工 鋳 工 木 型 図 工 申 込 入 学

入 学
倍 率

１９１６ １１ １０ ５ ８ ６ ２５５ ４０ ６．４
１７ １５ １１ ２ ６ ６ １７３ ４０ ４．３
１８ １５ １５ １０ １５ １０ １５５ ６５ ２．４ ３１ ０．７８
１９ ２０ １６ １０ １３ １１ １１ １６７ ８１ ２．１ ２４ ０．６０
１９２０ １７ １５ ７ ６ １０ ９ １１３ ６４ １．８ ４２ ０．６５
２１ ７３ ４７ ０．５８
２２ ９０ ５３ ０．８３
２３ ８３ ５１ ０．７０
２４ ９２ ５８ ０．６４
１９２５ ９２ ５２ ０．６３
２６ ８７ ６５ ０．７１
２７ ８５ ６４ ０．７０
２８ ８３ ６９ ０．７９
２９ ３１ ２７ １３ １２ １０ １４ ６９７ １０７ ６．５ ６７ ０．７９
１９３０ ３５ ３０ １５ １５ １０ １５ ６８４ １２０ ５．７ ７１ ０．８６
３１ ２３ ２５ ８ １０ ６ １１ ５３３ ８３ ６．４ ９３ ０．８７
３２ ２２ ２６ ８ １０ ６ １０ ５８８ ８２ ７．２ １００ ０．８３
３３ ３０ ３０ １２ １２ ６ １０ ８９０ １００ ８．９

［出所］ 大原社会問題研究所編『日本労働年鑑』大正１０年版，１９２１年，２３１頁，住友私立職工養成所編『各種
統計図表』１９３４年，９頁，および協調会編『徒弟制度と技術教育』１９３６年，３３７頁。

（注） � 卒業率＝卒業者／入学者。
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順であり，職工・雑業・雑商の子弟が過半数を

占めていたことがわかる２８。また１８～３２年度の

卒業者総数８８８名の３３年６月時点の就職状況を

みると「工場等に職工たるもの」６４１名，雑業

５５名，自家営業２９名の順であり（死亡，未定・

不詳を除く），設立目的である「職工」養成を

十分に実現していた２９。さらに３３年６月調査に

よると，１８～２２年度に卒業した７５名の１ヵ月平

均収入は８０円を超えており３０，住友私立職工養

成所は経済的に安定した「着実なる職工」の輩

出に成功したといえよう。

（４）大阪工業専修学校

大正期以降に設立された工業各種学校のなか

で名声を博したのが大阪工業専修学校であっ

た３１。同校は大阪の経済団体である大阪工業会

が中心となって設立した各種学校であり，１９１６

年に大阪高等工業学校内に大阪工業夜学校高等

部（機械・電気・応用化学・採鉱冶金・紡織の

５科，入学資格は中学校・工業学校卒業または

本校中等部卒業，修業年限２年）が，翌１７年に

府立西野田職工学校内に大阪工業夜学校中等部

（高等部と同じ５科，入学資格は高等小学校卒

業，修業年限２年）がそれぞれ設置され，１８年

５月に校名を大阪工業専修学校と改称した３２。

続いて２５年には高等部に専攻部（機械・電気・

応用化学の３科，修業年限１年）が設置され，

授業・実習は設置校の教員が担当した。

表７にあるように夜間課程である大阪工業専

修学校の卒業率は中等部，高等部ともにほぼ

３，４割台であり，勤労生徒にとって２年間の

課程を全うすることは容易なことではなかっ

た。中等部の入学許可数は２０年代後半から昭和

恐慌期にかけて落ち込み，顕著な回復は３４年度

以降であった。高等部の方にはそうした落ち込

みはみられず，電気科と機械科を中心に順調に

生徒を集めていた。設立当初設置されていた採

鉱冶金科と紡織科は結局生徒を集められず，２０

年代に廃止された。

「此の種学校としては其の頃関西唯一のもの

であり大正六年三月関西商工学校を卒業直ちに

入学した（中略）昼間は逓信省電気試験所大阪

出張所勤務夜間通学なので半苦学と申すべく

（中略）其の後，宇治川電気，梅鉢鉄工所を経

て現在は最も住心地のよい南海鉄道橋本電車庫

に奉職３３」という高等部電気科を１９年３月に修

了した卒業生の回顧にあるように，大阪工業専

修学校，とくに高等部はキャリアの上昇を志向

する意欲的な勤労者には貴重な存在であった。

表７にあるように１９３２年度には３学科合計の卒

業者数は２２４名，３３年度は１８８名であったが，表

８に示されているようにそのなかで卒業３年

８ヵ月後の勤務先が分かる者は１３０名，卒業２

年８ヵ月後の状況が判明する者は１０７名であっ

た。表８からうかがえるように全体として大阪

工業専修学校高等部在学中の勤務先から卒業後

に他に転じる者は比較的少ない。中学校・工業

学校卒業者または大阪工業専修学校中等部卒業

２８ 住友私立職工養成所『各種統計図表』１９３４年，４
頁。

２９ 協調会編『徒弟制度と技術教育』１９３６年，３３９頁。
１９３６年になると卒業生のなかで「自営して馬を活社
会の陣頭に進めたる修了者実に四十七名，技師技手
並に之に準ずる者と役付職工即ち組長伍長の如き者
を合せて二十八名聊か姿態を替へた教諭教師並に之
に準ずる者十二名を出した事は愉快の限りである」
（前掲『同窓会だより』４頁）といわれたように，
職工からさらに職長，技手・技師へと昇進する者も
出るようになった。

３０ 前掲『各種統計図表』１２頁。調査総数は７５名であ
るから，本調査は卒業者数１９７名（表６参照）の３８％
しか把握していない。

３１ 創立期の同校の動向については，沢井実「中小機
械工業の展開と技術教育・公設試験研究機関・機械
商・機械工具商街の役割－戦間期大阪の事例－」
（『大阪大学経済学』第４９巻第２号，２０００年１月）
１２－１３頁を参照。

３２ 「夜学校が嫌だと学生からも意見が出で，（中略）此
の『専修』という呼方が当時では珍らしく，東京に
同一名の私立大学がありましたが，工業の下え附し
て呼ぶのにうつりもよいとして科長会議でも賛成さ
れた」といった中での校名変更であった（大阪工業
専修学校編『二十周年記念誌』１９３６年，４９－５０頁）。

３３ 同上書，６２頁。
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表
７
大
阪
工
業
専
修
学
校
・
中
等
部
・
高
等
部
・
入
学
者
数
・
卒
業
者
数

（
人
）

年
度

入
学
合
格
者
数

卒
業
者
数

卒
業
率

機
械

電
気

応
用
化
学
採
鉱
冶
金

紡
織

合
計

機
械

電
気

応
用
化
学
採
鉱
冶
金

紡
織

合
計

機
械

電
気

応
用
化
学
採
鉱
冶
金

紡
織

合
計

１９
１６

１５
７

８９
６０

６３
６３

４３
２

１７
３８
４

１３
４

７３
６６

５４
７１
１

６５
２９

３４
２６

２８
１８
２

０
．４
１

０
．３
３

０
．５
７

０
．４
１

０
．４
４

０
．４
２

１８
２２
０

１４
７

７２
５９

３８
５３
６

６３
４２

２９
２４

１６
１７
４

０
．１
６

０
．３
１

０
．４
０

０
．３
６

０
．３
０

０
．２
４

１９
２１
５

１２
４

８２
４３

４６
５１
０

７８
３７

４１
２９

１７
２０
２

０
．３
５

０
．２
５

０
．５
７

０
．４
９

０
．４
５

０
． ３
８

１９
２０

２４
１

１５
８

７４
２８

４２
５４
３

８０
４０

３６
２０

１１
１８
７

０
．３
７

０
．３
２

０
．４
４

０
．４
７

０
．２
４

０
．３
７

２１
１９
９

１６
１

７６
１５

４０
４９
１

９３
５０

２９
１５

２０
２０
７

０
．３
９

０
．３
２

０
．３
９

０
．５
４

０
．４
８

０
．３
８

２２
２７
１

２５
１

４４
１６

３８
６２
０

７４
５７

２８
６

１３
１７
８

０
．３
７

０
．３
５

０
．３
７

０
．４
０

０
．３
３

０
．３
６

２３
２２
６

２７
３

４９
１２

２８
５８
８

１２
６

１１
４

１３
７

１９
２７
９

０
．４
６

０
．４
５

０
．３
０

０
．４
４

０
．５
０

０
．４
５

２４
１８
０

２７
８

４３
４

３９
５４
４

９９
８２

２１
８

１０
２２
０

０
．４
４

０
．３
０

０
．４
３

０
．６
７

０
．３
６

０
．３
７

１９
２５

１４
３

２７
４

４７
２４

４８
８

８３
５９

１８
３

２１
１８
４

０
．４
６

０
．２
１

０
．４
２

０
．７
５

０
．５
４

０
．３
４

２６
１７
４

２１
８

４２
１６

４５
０

６６
７６

１９
１１

１７
２

０
．４
６

０
．２
８

０
．４
０

０
．４
６

０
．３
５

２７
１９
６

３０
４

５０
２０

５７
０

７８
８９

１９
６

１９
２

０
．４
５

０
．４
１

０
．４
５

０
．３
８

０
．４
３

２８
２０
３

３１
４

７１
２２

６１
０

８４
９９

１９
６

２０
８

０
．４
３

０
．３
３

０
．３
８

０
．３
０

０
．３
６

２９
２２
７

３７
７

６７
６７
１

８３
８９

２４
８

２０
４

０
．４
１

０
．２
８

０
．３
４

０
．３
６

０
．３
３

１９
３０

２４
９

３４
４

５６
６４
９

７６
１２
１

２６
２２
３

０
．３
３

０
．３
２

０
．３
９

０
．３
３

３１
２４
３

３２
９

８５
６５
７

７６
１０
９

２３
２０
８

０
．３
１

０
．３
２

０
．４
１

０
．３
２

３２
１９
２

３０
３

７９
５７
４

９３
９２

３９
２２
４

０
．３
８

０
．２
８

０
．４
６

０
．３
４

３３
３０
３

２７
６

１０
３

６８
２

６０
９８

３０
１８
８

０
．３
１

０
．３
２

０
．３
８

０
．３
３

３４
３１
５

２７
０

１２
１

７０
６

８６
７５

４３
２０
４

０
．２
８

０
．２
７

０
．４
２

０
．３
０

１９
３５

８７
８３

４７
２１
７

０
．２
８

０
．３
１

０
．３
９

０
．３
１

年
度

入
学

許
可
数

卒
業
者
数

卒
業
率

機
械

電
気

応
用
化
学
採
鉱
冶
金

紡
織

合
計

１９
１７

７８
９

１８
８４
３

７６
２０

２９
１６

６
１４
７

０
．１
９

１９
６７
６

９９
４２

３２
１５

８
１９
６

０
．２
３

１９
２０

６３
９

１０
３

５３
３１

１０
１３

２１
０

０
．３
１

２１
８２
６

１０
６

７０
１９

５
１１

２１
１

０
．３
３

２２
６７
０

９９
８４

２４
８

７
２２
２

０
．２
７

２３
６４
７

６３
９７

１４
４

１２
１９
０

０
．２
８

２４
５２
６

６１
９１

１１
９

１７
２

０
．２
７

１９
２５

５１
０

５４
９５

１１
５

１６
５

０
．３
１

２６
５５
１

６６
９８

１６
６

１８
６

０
．３
６

２７
４９
３

５６
９４

２０
２

１７
２

０
．３
１

２８
５０
５

５９
８５

１５
１５
９

０
．３
２

２９
４９
２

６４
８７

１６
４

１７
１

０
．３
４

１９
３０

３８
６

６３
７７

２０
１６
０

０
．３
３

３１
４５
９

７９
７２

９
１６
０

０
．４
１

３２
３８
２

７５
５６

１７
１４
８

０
．３
２

３３
４８
７

５９
５２

１５
１２
６

０
．３
３

３４
７１
９

１１
４

７ １
２２

２０
７

０
．４
３

１９
３５

８２
８

１６
１

８１
４１

２８
３

０
．３
９

［
出
所
］
大
阪
工
業
専
修
学
校
編
『
二
十
周
年
記
念
誌
』
１９
３６
年
，
１２
２
－
１２
６
頁
。

（
注
）
�
上
段
は
高
等
部
，
下
段
は
中
等
部
。
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表８ 大阪工業専修学校高等部卒業生の就職先移動状況
学科・学年 氏名 １９３２年１２月 １９３６年１１月 学科・学年 氏名 １９３２年１２月 １９３６年１１月

機械科１年 AA 福助足袋㈱ ○ 機械科２年 ED 大阪市土木課 ○
AB 住友私立職工養成所 ○ EE 内山鉄工所 ○
AC 大阪鉄工所築港工場 ○ EF 川西航空機㈱ ○
AD 大日本セルロイド㈱ ○ EG 大阪乗合自動車㈱ ○
AE 下田鉄工所 石井紙裁断機工作所 EH 五十嵐商会 ○
AF 大阪市役所庶務課庶務部 ○ EI 帝国製糸㈱ ○
AG 柏原製絨所 ○ EJ 大和工業㈱ ○
AH 大和三光商会 ○ EK 大阪機械製作所 ○
AI 小林寅男 ○ EL 春日出製作所 ○
AJ 大阪市浪速区湊川駅 ○ EM 大阪工廠鉄材一工場 ○
AK 自営 ○ EN 東洋紡績西成工場 三菱重工業㈱名古屋航空機製作所
AL 豊田式織機㈱大阪支店 ○ EO 東洋鉄工所 ○
AM 吉田鉄工所 ○ EP 川西航空機㈱ ○
AN 昭和絹糸㈱ ○ EQ 大阪製煉㈱ 大阪工廠
AO 川西航空機㈱ ○ ER 鉄道省王子検車所 ○
AP 梅田製鋼所 ○ ES 新興毛織㈱ ○
AQ 大阪工廠鉄材製造所 ○ ET 特殊歯輪製作所 鋳物機械製造㈱
AR 発動機製造所㈱ ○ EU 住友製鋼所 ○
AS 住友伸銅管㈱ ○ EV 堺瓦斯㈱ ○
AT 辰田鉄工所 ○ EW 大阪工業大学機械工学科 大阪工廠
AU 大阪工廠鉄材製造所 ○ EX 武藤電気製鋼所 大阪市電気局
AV 黒田製米商会 ○ EY 大阪市電気局 ○
AW ㈱北川製作所 高石製鋼所 EZ 川西航空機㈱ ○
AX 住友電線製造所 ○ FA 川西航空機㈱ ○
AY 住友伸銅管㈱研究課 ○ FB 商工省大阪工業試験所 大阪機械工作所
AZ 大阪工廠鉄材製造所 三菱重工業㈱名古屋航空機製作所 FC 大同電気製鋼所大阪営業所 ○
BA 長崎紡織㈱堺工場 ○ FD 大阪工廠 ○
BB 帝国製糸㈱ ○ FE 加地鉄工所設計部 ○
BC 溝口歯切工場 ○ FF 住友私立職工学校 ○
BD 三機工業㈱大阪支店 ○ FG 戸畑鋳物木津川工場 ○
BE 島藤工業所 ○ FH 奈良駅検車所 ○
BF 浅野セメント大阪工場 小林ゴム製造所 FI 大阪工業大学機械工学科 ○
BG 帝国製鋲㈱ 住友金属工業㈱ FJ 徳田鉄工所（自営） ○
BH 京橋鉄工所 高橋鉄工所 FK 大阪鉄道局吹田工場 ○
BI 山岸商会 逓信局 FL 日本放送協会関西支部 ○
BJ 大阪機械製作所 ○ FM 金井製作所 ○
BK 阪和電機㈱ ○ FN 栗本鉄工所 ○

FO 小松製作所 ○電気科１年 BL 豊田電気製作所 ○ FP 高橋鉄工所 ○BM 大阪市電気局運輸部 ○ FQ 大阪工廠鉄材一工場 田辺空気機械製作所BN 三昌電気商店 ○ FR 栗本鉄工所 ○BO 富士電機製造㈱大阪販売店 ○ FS 関西鋳鉄所 ○BP 平和土地工業㈱ 住友電線製造所 FT 久保田鉄工所 ○BQ 東海道線吹田駅 ○ FU 木津川船渠会社 ○BR 東京電気直売部大阪営業所 ○ FV 大阪工廠火砲製造所 ○BS 大阪中央電信局 呉海軍工廠 FW 杉山製作所 ○BT 松下電器製作所第七工場 ○ FX 大阪鉄工所 ○BU 大阪商船会社調査課 宇治川電気 FY 阪神電車 ○BV 松下電器製作所 満州電信電話㈱ FZ 吉岡研究所 ○BW 日の丸製作所 大同商会 GA 澤田文久堂製作所 ○BX 大阪鉄道局経理課 ○ GB 東洋鑢伸銅㈱ ○BY 鴻池ビルデイング技術部 三和銀行 GC 日本電池㈱ ○BZ ㈱大阪製鎖所 大阪製鎖造機㈱ GD 豊田式織機㈱ ○CA 大阪府庁 大阪帝国大学工学部 GE 大阪鉄道㈱天美工場 ○CB 大阪帯革製造所 ○ GF 合田鉄工所 ○CC 大阪市立市民病院電気室 ○ GG 南海鉄道天下茶屋工場 大阪鉄道局CD 森永製品関西販売㈱ ○ GH 大阪工廠技術課 ○CE 大阪鉄道局大阪電力区 ○ GI 神藤ポンプ製作所 大阪市役所CF 関西共同火力発電㈱ ○ GJ 大阪瓦斯会社岩崎工場 ○CG 甲南病人ホーム 島津製作所 GK 住友電線製造所 ○CH 電気協会関西計器試験所 ○ GL 汽車製造㈱ ○CI 大阪府警務部 ○ GM 南海鉄道天下茶屋工場 吉田鉄工所CJ 大阪市電気局 ○
電気科２年 GN 大阪電気㈱ ○CK 大阪工業大学 ○

CL 宝来捨松 大同電力 GO 南海鉄道㈱ ○
CM 大阪市役所水道部 ○ GP 大阪晒粉㈱ 朝鮮窒素肥料㈱
CN 東京鋼材㈱大阪出張所 ○ GQ 南海鉄道㈱ ○
CO 比良野電気㈱ 大阪中央電信局 GR 大阪中央電話局 東京中央電話局
CP 大阪市役所水道部 ○ GS 小西保夫 ○
CQ 大阪工業奨励館 ○ GT 芦田工業所 ○
CR 大阪市電気局 ○ GU 阪神電鉄㈱ ○
CS 大阪市電気局 ○ GV 武田長兵衛商店製薬部 ○
CT 日本電気大阪支社工事場 松信工業所 GW 大阪東成郵便局 ○
CU 大阪市役所土木部 ○ GX 南海鉄道車輌課 ○
CV 藤永田造船所造機設計係 大同電力 GY 大阪鉄道局経理課 ○
CW 大阪市役所港湾部 ○ GZ 大阪逓信局 ○
CX 大阪市民病院 ○ HA 住友製鋼所 ○
CY 園池製作所大阪営業所 ○ HB 加藤鍍金舗 ○
CZ 大同電力㈱ ○ HC 南海鉄道天下茶屋工場 ○
DA 昭和電球㈱ ○ HD 大阪トタン板製造所 ○
DB 電気協会電気計器大阪試験所 ○ HE 大阪鉄道局大阪通信所 ○
DC 大阪逓信局工務課 ○ HF 大阪市立工業研究所 ○
DD 中河内郡大正村役場 ○ HG 戎電話局 ○
DE 島商店 ○ HH 大阪市電気局 ○
DF 大阪市電気局 ○ HI 武田製薬所試験部 ○
DG 阪急西宮車庫 ○ HJ 中山善太郎商店 可鍛鋳鉄製造所
DH 大阪中央放送局技術部 大阪帝国大学工学部 HK 大阪鋼管製造所 ○

HL 三菱鉱業㈱大阪製錬所 ○応用化学科１年 DI 日本導火線㈱大阪出張所 南満州火工品㈱
HM 東洋紡績㈱ 大日本セルロイドDJ 小西顔料製造所 ○ HN 大倉商事㈱ ○DK 中外電気合名会社 ○ HO 大阪市電気局 ○DL 大阪府女子師範学校 ○ HP 三菱鉱業㈱ ○DM 大阪府立産業能率研究所 ○ HQ 芦田工業所 大阪市下水課DN ㈱武田商店研究部 ○ HR 大阪電気軌道㈱ ○DO 連合紙器淀川工場 大阪市立衛生試験所 HS 大阪市役所港湾部 ○DP 大阪帝国大学皮膚病研究所 ○ HT 上園禎造法律事務所 住友金属工業㈱DQ 武田製薬会社研究部 ○ HU 大阪製鉄㈱ ○DR 阪本病院 阪東病院薬局 HV 藤永田造船所電気部 ○DS 大阪晒粉会社 ○ HW 大阪中央電信局 ○DT 大阪工業試験所 ○ HX 岩本商店 大阪市電気局DU 川崎造船所製板工場機械課 ○ HY 大阪工廠 ○DV 浅野セメント大阪工場 ○ HZ 大阪市役所水道部 ○DW 松野製薬所 ○ IA 新興毛織㈱ 大阪市電気局DX 湯浅電池製造㈱ ○ IB 新町電話局 ○DY 大阪工廠鉄材製造所 ○ IC 理化学興業㈱工務部 ○DZ 松野製薬所 自営

応用化学科２年 ID 日本ペイント会社 ○EA ㈱岡本染料店 ○
EB 大日本セルロイド会社研究室 ○ IE 日本農薬㈱ 日本製薬㈱
EC 大阪瓦斯会社 ○ IF 大分セメント㈱大阪出張所 昭和セメント㈱

IG 山本インキ会社 日本インキ会社
［出所］ 網島工業会編『会員名簿』昭和８年用，昭和１２年用，１９３２年，１９３６年。
（注）� ○印は１９３２年と同じであることを示す。

� 学年は１９３２年１２月時点の学年。したがって１年生の３６年は卒業２年８ヵ月後，２年生の３６年の状
況は卒業３年８ヵ月後の状況を示す。

IH 日本染料㈱ ○
II 大阪工業大学学生課 京都帝国大学工学部
IJ 日本農薬㈱ ○
IK 日本香料㈱ ○
IL 新井治一郎商店 陸軍造兵廠
IM 大阪造幣局 ○
IN 日本染料製造㈱ ○
IO 日本ペイント㈱ ○
IP 大阪工業大学応用化学科 ○
IQ ナシヨナル・アニリン染料会社 時事新報社
IR 日本坩堝㈱ ○
IS 三菱大阪製錬所 ○
IT 大硫ゴム製工所 ○
IU 吉岡研究所 ○
IV 武田長兵衛商店製薬部 ○
IW 山県石鹸製造所 ○
IX 大阪市役所水道部 ○
IY 東洋石油㈱ ○
IZ 片山製薬所 ○
JA 荒川松脂工場 ○
JB 三共㈱ 摂津防水㈱
JC 大阪府工業奨励館 大阪窯業セメント会社
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者を受け入れた高等部の授業レベルは相当に高

く，卒業後も同じ職場に勤続してそこでの昇進

をはかる者が多かったと思われる。もちろん卒

業後に勤務先を変わる者も散見され，大阪工

廠，東洋紡績から三菱重工業名古屋航空機製作

所へ，松下電器製作所から満州電信電話へ，上

薗法律事務所から住友金属工業へとその軌跡は

多様であった。なお大阪工業専修学校の教育実

績が評価された結果，高等部に対して２６年２月

には文部省実業学校教員受験資格が，３１年１０月

には逓信省電気事業主任技術者資格が認定され

た３４。

（５）関西工学専修学校

１９２２年９月，本庄京三郎（甲陽土地株式会社

社長，大正信託株式会社代表取締役），片岡安

（大阪工業会理事長，片岡建築事務所主）らが

中心となって関西工学専修学校が設立され

た３５。同校には土木科と建築科の２科がおか

れ，修業年限は予科１年，本科１年，高等科

６ヵ月で，授業は午後５時または６時から９時

までおこなわれた。入学資格は予科が高等小学

校卒業者，本科が中等学校卒業者および本校予

科修了者であった。２３年４月に昼間部予科と夜

間部電工科（２５年４月に電気科と改称）が増設

され，また高等科を廃止して新たに研究科（修

業年限６ヵ月）が設置され，本科（土木科・建

築科）の修業年限が１年から１年半に延長され

た。同年７月に関西工学専修学校は西成郡豊崎

町の仮校舎から北区樋之口町の専用校舎に移転

した。続いて２４年４月に昼間部本科が開始され

て建築科が設置され，同年１０月には電工科が設

置された。さらに２６年３月に昼間部予科の修業

年限を２年とし，尋常小学校卒業以上を入学資

格とした。

１９２６年４月には文部大臣の認可を得て財団法

人関西工学（初代理事長は片岡安）が設立さ

れ，関西工学専修学校が同法人の設置学校と

なった。同年１０月，東淀川区南方町に新校舎が

完成し，関西工学専修学校の昼間部の生徒がこ

こで授業を受けることになった。同月には校長

の片岡安が退任して理事長専任となり，代わっ

て大井清一（京都帝国大学教授工学博士）が校

長に就任した。２７年４月，財団法人関西工学は

関西高等工学校（校長は大井清一）を設立し

た。同校は修業年限３年，定員は３００名，夜間

部のみで学科は土木工学科と建築学科の２科を

おき，関西工学専修学校卒業生や中等学校卒業

生を受け入れた。２８年１月に関西工学専修学校

は関西工学校と改称され，２９年４月に関西工学

校昼間部に土木科，３１年４月に機械科が増設さ

れた。また同月には関西工学校夜間部予科の修

業年限を昼間部と同じく２年に延長し，別に高

等小学校卒業者で実地経験のある者のために修

業年限１年の特設予科がおかれた。続いて３２年

４月に財団法人関西工学は夜間課程の関西高等

電機学校を開設したが，同校の主な目的は逓信

省電気事業主任技術者資格検定試験（第一種お

よび第二種）のための準備教育を行うことであ

り，関西工学校電気科卒業生や中等学校卒業生

を受け入れた。

１９３３年４月には私立工業学校の関西工業学校

が開設された。同校は実業学校令にもとづく甲

種工業学校であり，定員は３００名，第一本科

（昼間部）に土木科と電気科（修業年限５

年），第二本科（夜間部）に土木科と建築科

（修業年限４年）をおいた。３４年３月に関西高

等電機学校は関西高等工学校に統合され，同校

の電気工学科となった。３６年１１月には鉄筋コン

クリート造り３階建て３０教室を擁する城北校舎

が完成し，関西工学校は樋之口校舎から，関西

高等工学校は南方校舎から樋之口校舎に仮移転

後，３７年７月に城北校舎に移転し，３８年３月に

は樋之口校舎が閉鎖された。関西工学校の入学

３４ 同上書，１３２－１３３頁。
３５ 以下，宇井縫蔵編『関西工学一覧』１９３２年，３－
８頁，および学校法人大阪工大摂南大学７０年史編纂
委員会編『学校法人大阪工大摂南大学７０年史』１９９２
年，５２－８９頁による。
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者は増加の一途を辿ったため，３９年３月に関西

工学校は第一関西工学校（第一部［昼間部］：

土木科・建築科・電気科，第二部［夜間部］：

土木科・建築科・電気科・機械科）と改称し，

新たに第二関西工学校（昼間部のみ，機械科・

航空機械科，修業年限４年）が設けられた。

関西工学専修学校・関西工学校の夜間部・昼

間部の入学者数・卒業者数をみた表９に明らか

なように設立以降順調に増加していた入学者数

は１９２９年以降減少に転じたが，３４年度以降はふ

たたび増加し（前掲表３参照），関西工学校の

生徒数は昼間部と夜間部を合わせると３６年以降

毎年４０００名を突破した（前掲表４参照）。しか

し入学者数と卒業者数を比較するかぎり（表９

参照），創立から３０年代初頭にかけて低い卒業

率が改善される気配はなかった。一方私立工業

学校である関西工業学校についてみると（表１０

参照），第一本科（昼間部）の人気が高く，３８

年度の入学倍率は４．６倍に上った。

太平洋戦争期に入って１９４２年３月，第二関西

工学校は改組して摂南重機工業学校となった。

後掲表１２にあるように摂南重機工業学校は第一

本科（昼間課程）と第二本科（夜間課程）から

なり，設置学科はいずれも電気科・機械科・航

空機械科の３科であった。その結果，太平洋戦

争下の財団法人関西工学はその傘下に摂南高等

工業学校３６（定員６００名），関西高等工学校（定

員１８００名），関西工業学校（定員２５００名），第一

関西工学校（定員２４００名），摂南重機工業学校

（定員２１００名）の５校（定員合計９４００名）を擁

する総合的工業学園に急拡大した３７。

（６）大阪鉄道学校

１９２０年代には鉄道教習所３８以外では私立の鉄

３６ １９３９年６月に財団法人関西工学は関西高等工業学
校（土木工学科と建築学科の２学科）の設置認可を
申請し，４０年３月に認可された。私立の高等工業学
校としては３９年３月に認可された東京電機高等工業
学校に次ぐものであり，同校は４２年２月に摂南高等
工業学校と改称した（学校法人大阪工大摂南大学７０
年史編纂委員会編，同上書，８９－９１頁）。

３７ 同上書，９１頁。
３８ 鉄道教習所の詳細については，三上敦史「６章
鉄道教習所の教育史１」，同「７章 鉄道教習所の教
育史２」（吉田文・広田照幸編『職業と選抜の歴史社
会学－国鉄と社会諸階層－』所収，世織書房，２００４
年）を参照。

表９ 関西工学校入学者数・卒業者数
（人）

年度 夜間部 昼間部
合計 研究

科
夜間部・本科 夜間部・

高等科 昼間部・本科
合計

研究科

予科 本科 高等科 予科 本科 土木 建築 電気 土木 建築 土木 建築 電気 機械 土木 建築

１９２２ ２７５ １６２ １２１ ５５８

２３ ７３５ ３０５ １３８ １，１７８ ４８ ３５ ２４ ２７ １９ １０５

２４ ９６２ ２８５ ２４７ ３３１，５２７ ７ １２ ２３ ４２ １４ １７

１９２５ ９１２ ３９８ ２７５ ２８１，６１３ ４８ ７６ ８４ ４６ ２６ ２３２ １０ １４

２６ ８１９ ５５１ ３８２ ４６１，７９８ ５５ ６９ ７２ ５９ ４８ ６２ ３１０ １７ １１

２７ ９８９ ６０８ ３５１ １，９４８ ６７ ９９ ７３ ５８ ４２ ３３９

２８ ９９６ ６６５ ４５８ ２２２，１４１ １０３ １０３ ７２ ２７８

２９ ７６２ ６９９ ５０９ ５６２，０２６ １１５ １０４ ６６ ５３ ４４ ３８２

１９３０１，００９ ４６５ ４４８ ３８１，９６０ １３４ １０３ ７１ ２８ ５３ ５４ ４４３

３１ ６８２ ３９４ ４１０ ３６１，５２２ ３５ １２８ ６９ ６０ ３３ ５２ ９４ ４３６

３２ １００ ５２ ５６ ５２ ７０ ６７ ３２ ４２９ ２２

３３ ８７ ４２ ６６ ４９ ６６ ７４ ３０ ４１４

３４ ８９ ４３ ４０ ６４ ３１ ５６ ４１ ３６４

［出所］ 宇井縫蔵編『関西工学一覧』１９３２年，１２３，１２６頁，および浅沼宏允編『関西工学一覧』１９３５年，１４５－１５８頁。
（注） � 左欄は入学者数，右欄は卒業者数。
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道学校は東京の岩倉鉄道学校と熊本の東亜鉄道

学校の２校のみであり，関西には存在しなかっ

た３９。１９０９年に兵庫駅構内に西部鉄道管理局教

習所が設立されて職員の養成をおこなっていた

が，２８年には３年制の普通部が廃止されて短期

教育をおこなう専修部が置かれた。こうしたな

かで交通教育に対する需要に応えるために，鉄

道教習所に勤務した瀬島源三郎が中心となって

２８年１１月に大阪鉄道学校が設立された。設立時

の同校の代表者は野坂康二（元鉄道省運転課

長），校長は神戸の資産家であった大路環であ

り，瀬島は学校経営の責任者である幹事に就任

した。

当初同校は一部（昼間部）に業務科，機械

科，電気科，二部（夜間部）に業務科，電気

科，建設科をおいた。第１期生は約１９０名で

あったが，入学生徒の学歴はさまざまで中学校

卒業者もいたが，各自の学歴に従って予科

（１・２期）と本科（１～４期）の適当な期に

振り分けられた。２９年２月には第２期生が募集

され，入学許可者は一部３７０名，二部２００名で

あった。３０年３月には二部業務科１６名，電気科

６名が第１期生として卒業した。入学から１年

半で卒業したことになるが，これは入学前の学

歴によってそれぞれ適当な期に入学させたため

であり，修業年限３年を修了しない，こうした

卒業は第３期卒業生まで続いた。

１９３３年の卒業生が「三年間で中学校の一年か

ら五年までの分をやりあげるので，よほど努力

しないとついて行けなかった。（中略）それで

落第する者が多くて，業務科は三クラスで百八

十名入学したのに，三年後には七十名ほどに

減った４０」と回顧しているように，各種学校と

はいえ大阪鉄道学校の授業内容は相当に厳し

く，そのことがまた卒業生の自負の源にもなっ
３９ 以下，学校法人大阪産業大学五十年史編集委員会
編『大阪産業大学五十年史』１９８０年，６－２６頁によ
る。

４０ 大阪交通学園編『大阪交通学園三十年史』１９５８年，８６
頁。

表１０ 関西工業学校の入学者数・卒業者数
（人）

年 度 生 徒 数
本 年 度
志 願 者 数

本 年 度
入 学 者 数

入 学 倍 率
前 年 度
中 退 者 数

前 年 度
卒 業 者 数

教 員 数

１９３３ ２０２ ３２５ ２１０ １．５５ １７
３４ ３８７ ６２１ ２４５ ２．５３ ７２ ２３
３５ ７２１ ８２５ ４０８ ２．０２ ６２ ４５
３６ ７７５ ６５３ ２８３ ２．３１ ４６

２７２ ２２６ １７７ １．２８ ６２ ３０
３７ ９５２ ７４９ ２５９ ２．８９ ５１ ４１
３８ １，０４５ １，２１２ ２６４ ４．５９ ４７ ９６

３２２ ２２４ １６３ １．３７ ９８ ５０ ７８
３９ １，１４４ １，３１１ ３２０ ４．１０ １８５

５１９ ４１４ ２９９ １．３８ ９５ ２３２ ９７
４０ １，２３１ ７７８ ３１３ ２．４９ １８３

６４２ ３１２ ２８６ １．０９ ４７ ７８ ５８

［出所］ 文部省実業学務局編『全国公立私立実業学校ニ関スル諸調査』，『全国実業学校ニ関スル諸調査』各年
度版（大空社復刻版，１９８９年）。

（注）� １９３６・３８～４０年度の上段は第一本科，下段は第二本科。
� 教員数は第一本科と第二本科の合計。
� １９３９年度の「前年度卒業者数」，４０年度の「前年度中退者数」は第一本科と第二本科の合計。
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ていたのである。

１９３１年４月，大路環校長の辞任によって瀬島

源三郎が校長に就任した。表１１にあるように大

阪鉄道学校は３０年に第二部で２２名，３１年には第

一部で１１０名，第二部で７４名の卒業生を出して

いたが，昭和恐慌が深まるなかで就職先の開拓

は困難であった。しかし講師陣のなかには在阪

私鉄の幹部も多く，その関係から京阪，南海，

大軌，江若などの電鉄会社に採用される者もい

た。３３年に入ると就職状況は好転し，３３年４月

～３４年１月に卒業した卒業生はほとんどが交通

機関に就職し，そのなかの大口就職先は大阪鉄

道局３５名，大阪市電１９名，南海電鉄９名などで

あった４１。

１９３５年３月に大阪鉄道学校の新校舎が旭区大

宮町に完成した。３６年には予科，本科の制度が

なくなった。瀬島は３年制の各種学校を５年制

の甲種中等学校に昇格させる準備を進め，３８年

２月に実業学校令による修業年限５年の中等学

校の認可がおりたため，昇格した学校を大阪第

一鉄道学校とし，大阪鉄道学校に併設すること

になった。大阪第一鉄道学校は当初業務科だけ

の生徒募集をおこない，３８年４月には志願者

２８０名のうち５５名が入学を許可された４２。

以上，主要工業各種学校の動向についてみて

きたが，最後に戦時期の私立工業学校について

も一覧しておくと表１２の通りであった。私立工

業学校のなかでもっとも早い設立は関西工業学

校であり，表掲された７校のうち５校は各種学

校からの変更であった。大鐵工業学校は１９３９年

４月に各種学校である大鐵工学校として設立さ

れ（機械科と電気科の２科，修業年限３年），

４１年３月に甲種の工業学校に昇格した４３。

４１ 前掲『大阪産業大学五十年史』，４１頁。

４２ 同上書，５９頁。なお大阪第一鉄道学校は１９４０年に
機械科，土木科，電気科の３科を増設した（大阪交
通学園編『大阪交通学園４０周年誌』１９６８年，３２９頁）。

表１１ 大阪鉄道学校の卒業者数
（人）

年次
第 一 部 第 二 部

業務科 機械科 電気科 建設科 土木科 計 業務科 電気科 建設科 計

１９３０ １６ ６ ２２
３１ ７９ １１ ２０ １１０ ４２ ２６ ６ ７４
３２ １０２ ５４ １７ １７３ ３５ ３５
３３ １４２ ４０ ２０ ２０２ ３８ ３８
３４ １３３ ６５ １９８ １６ １６
１９３５ １１０ ３２ ６３ ２０５ １０ １０
３６ ８７ ３９ ３５ １６１ １５ １５
３７ ９３ ５４ ５８ ３４ ２３９ １４ １４
３８ １１７ ６７ １８４ ６ ６
３９ ９６ ５２ ５３ ２０１ ５ ５
１９４０ ６９ ９５ ５８ ２２２ ７ ７
４１ ６１ ６３ １０７ ２３１ ５ ５
４２ ５８ １０８ ５１ ２１７ １０ １０
４３ １０７ ５７ １０１ ２６５ ７７ １７ ９４
４４ ５２ ９８ ５４ ５７ ２６１
１９４５ ３３ ４９ ７９ ４１ ２０２

［出所］ 大阪交通学園編『大阪交通学園創立４０周年誌』１９６８年，巻末資料。
（注）� 第一部は昼間部，第二部は夜間部。
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表１２ 私立工業学校一覧（１９４２年４月現在）

校名 校長 創立年月 分科 修業
年限

入学
資格

生徒
定員 備 考

関西工業学校 田上 憲一１９３３年３月 第一本科 土木 ５ 初修 ５００ ３７年８月第二部設置

電気 ５ 初修 ５００ ３９年９月採鉱冶金科設置

採鉱冶金 ３ 高修 １５０ ４２年３月第一本科建築科，

建築 ３ 高修 １５０ 第二本科電気科設置

第二本科 土木 ４ 高修 ４００

（夜間） 建築 ４ 高修 ２００

採鉱冶金 ４ 高修 ２００

電気 ４ 高修 ４００

第二部 電気 １ 中卒 ４０

大阪第一鉄道学校 瀬島源三郎１９３８年２月 第一部 業務 ５ 初修 ２５０ ３８年２月各種学校より変更

機械 ５ 初修 ２５０

土木 ５ 初修 ２５０

第二部 業務 ４ 高修 ２００

（夜間） 機械 ４ 高修 ２００

土木 ４ 高修 ２００

日本工業学校 小野村胡敏１９３９年１月 第一本科 機械 ５ 初修 ５００ ３９年９月採鉱科・冶金科設置

電気 ５ 初修 ５００

採鉱 ３ 高修 １５０

冶金 ３ 高修 １５０

第二本科 機械 ４ 高修 ４００

（夜間） 電気 ４ 高修 ４００

採鉱 ４ 高修 ２００

冶金 ４ 高修 ２００

浪速工業学校 新 正一１９４０年４月 第一本科 機械 ５ 初修 ７５０ ４０年４月各種学校より変更

電気 ５ 初修 ５００

第二本科 機械 ４ 高修 ４８０

（夜間） 電気 ４ 高修 ２２０

大鐵工業学校 金子 登１９４１年３月 甲部 機械 ５ 初修 ２５０ ４１年３月各種学校より変更

電気 ５ 初修 ２５０

乙部 機械 ５ 初修 ２５０

電気 ５ 初修 ２５０

摂南重機工業学校 １９４２年３月 第一本科 電気 ３ 高修 ３００ ４２年３月各種学校より変更

機械 ３ 高修 ３００

航空機械 ３ 高修 ３００

第二本科 電気 ４ 高修 ４００

機械 ４ 高修 ４００

航空機械 ４ 高修 ４００

住友工業学校 田原 友輔１９４２年４月 機械 ５ 初修 ５００ ４２年４月各種学校より変更

［出所］ 文部省実業学務局編『実業学校一覧』昭和１７年４月現在，１９４２年。
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むすびに代えて－工業各種学校の役割－

大阪では私塾的性格を脱した本格的な工業各

種学校の嚆矢は関西商工学校であった。第１次

世界大戦期には好況を背景にして，授業料を徴

収しない住友財閥の社会事業でもある住友私立

職工養成所と大阪工業会が運営する大阪工業専

修学校が開校した。１９２２年には関西工学専修学

校が設立され，同校を母体とした財団法人関西

工学は太平洋戦争期には各種学校から高等工業

学校まで擁する一大工業学園に急成長する。

１９２０年代に設立された電気協会工手養成所，

大阪鉄道学校は電気工事技術者と鉄道関係技術

者といった特定の技術者需要に応えたもので

あった。戦間期の電気・無線関係技術者に対す

る需要は公立の工業・職工学校電気科からの供

給を大きく上回り，その差を満たすべく大阪電

気学校，大阪無線電気学校，大阪基督教青年会

無線電気学校などの各種学校が設立された。ま

た逓信省電気事業主任技術者資格検定試験のた

めの予備校的性格をもった各種学校に対する需

要も根強くあり，関西高等電機学校などが開設

された。学校による差があるが，年間３６～５４円

程度の授業料を支払いながら，多くの勤労生徒

は毎週２０時間前後の授業を提供する各種学校を

キャリア向上の有力な手段として位置づけてい

た（表１３参照）。したがって各種学校の授業内

容が実践的，実学的志向の色濃いものであった

のは当然であった。公立の工業学校・職工学校

では専門科目以外の普通科目もある程度の比重

を占めたが４４，授業時間の制約の大きい夜学の

各種学校ではそうした普通科目・教養科目的部

分をそぎ落とし，即戦力の涵養，受験対策を優

先させたのである。

準戦時期から戦時期に入ると電気・無線関係

だけでなく，機械関係技術者全般に対する需要

が急増する。各校とも定員を増加させ，大阪旋

盤学校のような目標を限定した各種学校も誕生

した。さらに準戦時期・戦時期の私立学校は各

種学校を工業学校に改組したり，工業学校を新

設するなどして工業教育需要の大きな高まりに

対応しようとした。しかしそうした学校の急拵

え的性格は否めず，教育水準の向上が課題とし

て残ったが，戦時需要の急拡大は各校にそうし

た課題に取り組む余裕を与えず，結果として工

４３ 大阪府産業教育８０年記念会編，前掲書，１９３頁。

４４ 例えば１９３１年度の大阪市立泉尾工業学校（甲種工
業学校）の場合，１年次はすべて普通科目，２年次
でも専門科目は４時間のみであり，専門科目は基本
的に３～５年次において教授された（沢井実「戦
前・戦中期大阪の工業学校－大阪市立泉尾工業学
校・大阪市立泉尾工業専修学校の事例－」，『大阪大
学経済学』第５６巻第４号，２００７年３月，８－９頁）。

表１３ 各種夜学校の修業年限・授業時間数・授業料（１９２９年１月調査）

学校名 修業年限 毎週授業時数 授業料

大阪工業専修学校 二ヵ年 自６：３０至９：００ １８時間 ３円
関西工学校 予科二ヵ年 自６：３０至９：００又は１０：００ ２２～２４時間 ３円ほかに年３円

本科一ヵ年半 自６：３０至９：００ ２０～２４時間 ４円ほかに年６円
大阪鉄道学校 予科一ヵ年 自６：３０至９：３０ ２４時間 ３円ほかに年６円

本科二ヵ年 自６：３０至９：３０ ２４時間 ４円ほかに年６円
大阪商工学校 予科一ヵ年 自６：１５至９：３０ ２４時間 ３円５０銭

本科二ヵ年 自６：１５至９：３０ ２４時間 ４円５０銭
関西商工学校 予科一ヵ年 自６：００至９：００ １７～１８時間 ３円

本科一ヵ年 自６：００至９：００又は９：３０ １８～２３時間 ３円５０銭

［出所］ 関西大倉学園『学園百年史』編集委員会編『関西大倉学園百年史』関西大倉学園，２００２年，６２頁。
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業教育の質よりも量が優先される傾向が深化し

たのである。

（大阪大学大学院経済学研究科教授）

〈付記〉

本稿作成のための資料収集に関して，山本一

雄氏（住友史料館参与）にたいへんお世話に

なった。末尾ながら記して謝意を表したい。ま

た本稿作成に際して，平成１６－１９年度科学研究

費補助金（基盤研究［B］，研究代表者：平本

厚，課題番号：１６３３００６２）による研究助成を受

けた。

The Development of the Various Kinds of Private Vocational Schools
in Prewar and Wartime Osaka

Minoru Sawai

The first private vocational school in Osaka was the Kansai School of Commerce and Industry

established in 1902. Many private vocational schools were founded after the First World War,

including Sumitomo Private School for the Training of Workers in 1915, Osaka Technical School and

Osaka Vocational School in 1916, Kansai Vocational School in 1922, and the Electricity Association

Training School for Workers in 1925.

Osaka Vocational School (OVS) was the most famous one among the private vocational schools

established in Osaka between the wars. This school was established mainly by the Osaka Industrial

Association. The OVS higher two−year course, open to the graduates of technical schools and middle

schools, was established within the Osaka Technical College. An OVS secondary two−year course for

higher elementary graduates was set up at the Prefectural Nishinoda Technical School.

－ 20 － Vol.57 No.1大 阪 大 学 経 済 学



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /All
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Gray Gamma 2.2)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJDFFile false
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile (None)
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 150
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 150
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile (None)
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /Description <<
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000410064006f006200650020005000440046002065876863900275284e8e55464e1a65876863768467e5770b548c62535370300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef69069752865bc666e901a554652d965874ef6768467e5770b548c52175370300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /FRA <>
    /ITA (Utilizzare queste impostazioni per creare documenti Adobe PDF adatti per visualizzare e stampare documenti aziendali in modo affidabile. I documenti PDF creati possono essere aperti con Acrobat e Adobe Reader 5.0 e versioni successive.)
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020be44c988b2c8c2a40020bb38c11cb97c0020c548c815c801c73cb85c0020bcf4ace00020c778c1c4d558b2940020b3700020ac00c7a50020c801d569d55c002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken waarmee zakelijke documenten betrouwbaar kunnen worden weergegeven en afgedrukt. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /PTB <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents suitable for reliable viewing and printing of business documents.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
    /JPN <>
  >>
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [1200 1200]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice


